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当財団の昭和47年 度事業計画および収支予算は,去 る3

月15日 定例理事会の議決を得,同 月31日 付 を以て主務大臣

の承認を受けて決定されi。 予算総額は12億8千 万円,事

業計画の概要は次のとおりである。

∫1PI)ECジ ャー ナル

1.情 報処理に関する調査および研究開発

A情 報処理 および情報処理産業の実態調査

a)NIS形 成 の ための システム ・エンジニ ア リング

調 査

わが 国の適正なNIS(ナ シ 。ナル ・イ ンフォメ

ーシ 。ン ・システムー 官公庁や企業の枠を越 えた

情 報システ ム)形 成 に資 するため,本 年度 は公共 シ

ステ・ ⑳ ㊨ ,題'一 ⑲ 地壊)

について,・システム計画,現 況 将来構想等の調査

な らびに個別システムの複合化,総 合化の必要性お

よび可能性の検討を行な う。

b)海 外における情報処理および情報処理産業の実態

調査

海外における情報処理および情報処理産業に関す

る文献,資 料を収集,分 析して,こ れを体系的にと

りまとめるとともに,具 体的な問題については,海_

一 難 法工 調査するQ

c)情 報処理 システムの動向調査

ソフトウェアの技術動向を調査するとともに,こ

れ らに関連して情報化の動向を調査し,情 報処理産

業,ソ フ トウェア産業等,情 報産業における5年 後

の指標を作成する。

d)情 報処理の需要動向調査

前年度に引き続 きMIS形 成の問題点把握のた

め,企 業の経営に必要な情報の種類 とその必要度,

充足度,報 処理システム等について,そ の需要の

現状をケース ・スタディにより調査する。

なお,47年 度は,食 品工業,流 通業の2業 種を対

象 とする。

e)日 本語情報処理の技術動向調査

日本語(と くに漢字)情 報処理の現状およびこれ

に関連する技術開発の実情を調査し,将 来の展望を

行な う。

f)シ スーム評価 式のヨ'

1一

大型ネットワーク,タ イムシェアリング ・システ

ム等における技術的な問題点,方 式,評 価基準等に

ついて内外の文献にもとづ き基本調査を行な うとと

もに,細 部にわたる問題点,既 製システムの使用経
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験等については,海 外に職員を派遣して調査する。

9)総 合貿易情報システムに関する調査研究

総合的な貿易情報システムの確立をはかるため,

わが国における現状ならびに海外主要国の現状,将

来計画等の調査を行ない,総 合システム形成のため

に整備すべき条件等についての研究を行な う。

h)ソ フトウェアの流通 と評価に関する調査研究

前年度に引き続いてソフ トウェアの公正な取引 き

を促進するため標準価格体系を作成するとともに,

ソフ トウェアの価値の評価を行な うための一方法と

して,コ ンピュータの関連投資額に対する効果につ

いて数学モデルによる方法の研究 と実験を行な う。

i)情 報処理および情報処理産業に関する基礎資料の

整備

情報処理に関する技術の進歩,経 営情報システム

の展開および情報処理産業の動向等を把握するため

の基礎資料を収集整備する。

B情 報処理方式およびソフトウェアの研究開発

a)コ ンピュータ階層システムの研究

情報処理対象業務の内容を機能別に分割した上で

それぞれの機能に適応した規模のコンピュータ群を

管理用 と実行用の階層構造にシステム化して,情 報

処理システムの最適構成を考察するとともに,大 量

データを処理する場合におけるコンピュータ階層シ

ステムの有効性を,大 型コンピュータ(1台)で 処

理する場合と比較検討し,あ わせて各分野への適応

性を調査研究して理論的,実 験的にその妥当性を考

察する。

b)遠 隔情報処理システムの研究開発

前年度に引 き続 き,遠 隔情報処理方式の適用分野

の拡大な らびにその技術的向上に資するため,当 財

団設置のコンピュータを使用して,オ ンラインにょ

るアプリケーション・システムおよびプログラムの

開発を行ない,こ れをもとにしてソフ トウェア,コ

ンピュータ ・システムおよび運用に関する問題点を

把握し,技 術的な向上に資するとともに,共 同利用

の効率,経 済性等について追求する。また,こ れ と

並行して前年度に開発した各種システムおよびプロ

グラムの評価を行なう。

c)汎 用 グ ラフ ィック言語の開発

前年度 に引 き続 き汎用 グ ラフ ィック言語の開発 を

行ない,実 際の図形処理の アプ リケーシ ョンに利用

してその評価 を行な う。

d)コ ンパイラー ・ジ ェネレーータの開発

ある言語の シンタ ックス(構 文)と セマンティ ッ

クス(語 義)を 入力す る ことに よ り,自 動的に コン

パイ ラーをジ ェネレー トす るコンパイ ラー ・ジ ェネ

レータを開発 する。

e)異 機種 間汎用言語(COBOL)変 換 プ ログ ラムの開

発

COBOLで 組 まれたプ ログ ラムお よび磁気 テープ

・デー タを異 なる機種間で 自由に使 用で きるための

コンバー タを開発す る。

C情 報処理 に関す る調査および研究開発 の受託

官公庁,地 方 自治体等 よ りの受託に ともな い,情 報

処理に関す る調査,研 究開発等 を行な うもの で,本 年

度予定 され る主な ものは次 の とお りである。

(1情 報 ネ ッ トワーク形 成調査(通 商産業省重工業局)

② 行政にお ける標準 アプ リケーシ 。ン ・システムの開

発(工 業技術院)

㈲ 中小企業向 け標準システムの開発(中 小企業庁)

④ 内外計算機の もつ応 用プ ログラムお よび海外にお

ける大型電子計算機 の技術動向調査等

(日 本電信電話公社)

㈲ 拡散 モデル ・シ ミュレーシ 。ン ・プログ ラムの作

成(機 械振興協会新機 械 システム・センター)

2.情 報処理に関するコンサルテ ィング等の

実施

情報処理の普及 のため,コ ンピュータの導入 と利用

に関す るコンサル ティング,シ ステ ム設計,プ ログラ

ミングお よびデー タ処理 サー ビスを行な うが,と くに

現在 までに開発したシステ ムお よびプ ログラムの応用

と適用範 囲の拡大 をは かる。

3.情 報処理の普及促進および教育

A情 報処理知識向上のための啓菓活動

a)シ ンポジウムの開催 と映画の作成

2－
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前年度に引 き続 き経営者および管理者を対象とす

るシンポジウムを開催するとともに,情 報処理に関

する映画を作成する。

b)コ ンピュータ ・トップ ・セミナーの開催

前年度に引 き続 き,主 として官公庁の トップ・マ

ネジメン ト層を対象に,コ ンピュータとその利用に

ついて必要な知識概念を習得せしめるためのセミナ

ーを開催する。

C)講 習会の開催

官公庁,団 体などの情報処理に関する研修を受託

し,情 報処理に関する知識の普及な らびに技術者の

養成をはかる。

B情 報処理技術者教育に関する調査

情報処理技術者試験実施に関する調査,広 報等,行

政施策に協力するとともに試験制度の今後に資するた

め情報処理技術者の企業内教育の実態を調査する。

C中 級情報処理技術者育成指針の作成

中級情報処理技術者を育成するための指針を2年 計

画で作成する。

本年度は当該指針作成に必要な各種の調査を行ない

これをもとに作成方針,構 成内容を決定し,48年 度に

おいてこれを完成 させる。

Dデ ータのフォーマットおよびコー ドの標準化のため

の基礎検討および工業標準原案の作成

工業技術院等よりの受託にともない,デ ータのフォ

ーマットおよびコー ドの標準化のための基礎検討およ

び工業標準原案の作成を行な う。

E映 画,教 育用スライ ド,各 種出版物等の頒布

46年度 までに作成した情報処理に関する普及 ・啓蒙

の映画 「経営 とコン ピュー タ」,「 コン ピュータ とソ

フ トウェア」,「 情 報処理 とシステム思考」,ス ライ

ド 「や さしいFORTRAN」,「 や さしいCOBOL」,

「SIP65」,「 や さしい コンピュー タ」,「 わた くした

ちのコン ヒ。ユ一夕」 の頒 布を通 じてプログラム作成に

関 する知識お よび情報処理に関す る一般的な知識の普

及 をはか る とともに,中 小企業,地 方公共 団体等 を対

象 としたコン ピュー タ導入 ・活用のための ガイ ドブ ッ

ク,な らびに初級情報処理技術者育成指針,同 テキス

トブ ックを出版 し,そ れぞれ関係機 関お よび広 く一般

の利用に供 す る。

また,当 財団の各種 事業に関す る成 果報告書 の頒 布

を行な う。

4.情 報処理および情報処理産業 に関する広

報活動

Aわ が国情報処理産業の実情についての海外向け広報

活動

前年度に引 き続 き,情 報処理に関する海外との情報

交換,お よびわが国の情報処理の実情を海外に紹介す

るため,英 文の海外向け定期刊行物(JIPDECRE-

PORT)を 発行する。

B情 報処理に関する国内向け広報活動

情報処理に関する海外事情の速報を目的として 「情

報処理ニュ'一ス」(月2回)を,まt当 財団の事業の

成果をとりまとめて各種の報告書を発行するほか,当

財団の事業活動を周知するため,「JIPDECジ ャーナ

ル」(年4回)を 発行する。

3一
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昭 和46年 度 事 業 実 施 概 況

当財団は創立以来4年 を経過したが,本 年度は要員資質のより一層の向上に つ と めつ

つ,さ らに外部との協力をより密にして,調 査,研 究開発,教 育,標 準化等各種事業につ

いて特段の充実をはかった。

これらの事業の成果は,情 報化の進展と相まって開発成果が一部実用に供されるなど,

広 く各方面に普及しつつある。

海外 との交流 も一段と緊密性 を増し,調 査団の派遣,資 料交換などを通じて海外情報の

収集につとめ,財 団内部および外部の利用に供している。

書

1.調 査

A国 内情報処理実態調査

計算センター,ソ フ トウェア開発業の企業規模の拡

大にともな う経営指針の作成,コ ンピュータ・ユーザ

を対象 とした 「ソフ トウェアの需要拡大の方向とコン

ピュータ利用の効果」に関する調査を行なったほか,

「ソフ トウェアの価値」に関する調査を実施した。

B海 外情報処理実態調査

前年度に引 き続 き 「米国」を対象に第4次 海外調査

団を,「 オース トリアおよび東欧5カ 国」を対象に第

5次 海外調査団を派遣したほか,米 国ラスベガスで開

かれたFJCCに 参加した。まt「 西欧主要国の情報処

理産業の実態」,「 米国および西欧主要国のコンピュ

・・一夕利用の実態 と動向」の2テ ーマについて,米 国の

調査会社に調査を委託した。 このほか,各 種の文献,

資料の収集,分 析も並行して行な った。

C情 報処理 システムの動向調査

前年度に作成した5年 後の 「プログラム開発目標」

および 「情報産業の目標」の見直し作業のための準備

を進めナこ。

D情 報処理需要動向調査

前年度に引 き続 き企業における情報の種類,ニ ーズ

等についてモデル企業(当年度は,石 油,電 気,流 通)

を選び,ケ ース ・スタディにより調査を行な うととも

に共通問題として 「情報処理費用対効果」についての

検討を行なっナこ。

E文 献 ・資料の収集

情報処理および情報処理産業に関して収集した各種

の文献,資 料は,新 聞,雑 誌等の定期刊行物を除き,

本年度は580種 類で,現 在保有しているものは3,100

種類に達している。

2.研 究 開 発

A遠 隔情報処理 システ ムの研究 関発

43年 度以来,大 型機 を中心 とするタイムシ ェア リン

グ ・システム(デ マン ド処理)の 応用実験 を続 けてい

るが,本 年度 においては,研 究分野 を拡大 して リモー

トバ ッチ処理 を追加 するため,機 種 を変更 して応 用実

験 を継続 したほか,「 タイムシェア リング ・システ ム

の シ ミュレーシ ョン」,「オ ンライ ン ・シ ミュレー シ ョ

ン言語SIMBOL」 の 開発等 を行な った。

Bデ ィスプレイ ・シス テムの研究開発

汎用の 「図形処理用言語 プロセッサーUNGL」 の

システム設計お よび 「イ ンタラクテ ィブ学習 シテ ムー

CLASS」 の システム設計,プ ログ ラム 設計 を行 な っ

た。

C経 営情報システ ムの研究

43年 度以来続 けている経営情報 システム研究の一環

として 「デー タマネージメン ト・システムの研究」に

一4一
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ついて,記 事情報検索を事例とした研究 を行 な い,

「カナ漢字変換プログラム」を開発して実験を行な っ

た。また 「機械工業における生産,管 理システノ、の在

り方」について理論的な考察およびモデル ・システノ、

による模擬実験を行なった。

Dそ の 他

前年度に作成 した異機種間汎用言語(コ ボル)変 換

プログラムについて対象機種の拡張のための調査を行

な った。

また,前 年度の調査に引 きつづ き生鮮食料品の流通

情報システムについて 「流通情報交流 システム」,「取

引情報処理システム」の開発研究を行なった。

3.官 公庁の受託による 調査および研究開発

官公庁,地 方 自治体等よりの受託に ともない,調 査

および研究開発した ものは次のとお りである。

調 査

。業種別標準パターンの作成(通 商産業省重工業局)

。情報ネッ トワーク標準システムの作成

(通商産業省重工業局)

。専用オンライン ・ネットワーク ・サービスの調査

(日本電信電話公社)

。共用オンライン・ネッ トワーク・サービスの調査

(日本電信電話公社)

。データ通信における信頼性確保の調査

(日本電信電話公社)

。DIALS ,DEMOSラ ・fブラリの使用評価 と調査

(日本電信電話公社)

。岡山県内企業向け業種別電子計算機システムの各

種利用方法の調査研究(岡 山県庁)

研究開発

。工業適地紹介のための情報検索システムの研究

(通商産業省企業局)

。行政における標準アプリケーション ・システムと

プログラムの研究開発

(工業技術院電子計算機利用技術研究会)

。中小企業向け標準システムの開発(中 小企業庁)

。郵便振替事務のEDPシ ステムの設計

(郵政省貯金局)

5

4.教 育

Aセ ミナーの開催

官公庁 の トップ ・マネージメン トを対象 とした トッ

プ ・セ ミナーは,前 年度に引 き続 き3回(参 加者46

名,3日 間)を 開催 した。また,官 公庁 よりの受託 に

ともな う情 報処 理研修会(6コ ース.参 加者265名)

を 行な った。

B学 習 テキス トの作成

前年度に作成 した初級情報処理技術者育成指針に も

とつ く学習用 テキス トの編集 を行な った。

C技 術者試験への協力

通商産業省に よ り実施 された情 報処理 技術者 試験 に

ついて,事 前調 査,広 報 をは じめ,各 種統計表の作成

を行な っった。

D国 際会議への参加

昭和46年8月,ユ ーゴスラビアの リュブ リアナにお

い て行なわれたIFIPCONGRESS'71に 参加 す ると

と もに,西 独,仏,英 国の関係機 関を訪問 した。

5.標 準 化

情報処理 に関す る標準化 については,デ ータコー ド

の うち 「人 に関 するコー ド」,「 土地 ・建物 コー ド」

の標準化 を進め るための体系調査を行な うとともに,

「事業体 コー ド」 について標準化 に関する問題点 の検

討 を行な っt。 このほか,商 品分類 コー ドに関す るJ

IS原 案 を作成 した。

6.普 及 お よび 広報

Aシ ンポジウムの開催

情報処理知識普及のため全国4都 市(大 阪,富 山,
し

福岡,東 京)で シンポジ ウムを開催 した。参加者 は延

870名,昭 和43年 以 降 累計6,320名 で あ る。

B視 聴覚教材等 の作成

映 画 「考 える企業一 システム思考 と情報処理」,ス

ライ ド 「私 たちの コン ピュータ」 を作成 した。

また,中 小企業,地 方公共 団体等 のための 「コン ピ

ュー タ導入 ・活用のためのガイ ドブ ック」 を 作 成 し

た。
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C定 期刊行物

本年度発行した定期刊行物はつ ぎの とお りである。

JIPDECREPORT(Nα7～11)発 行部数 各700

情報処理に関するわが国の実情を英文で海外に

紹介するもの

JIPDECジ ャーナル(No7～10)発 行部数 各3,000

当財団の事業を国内に周知し,併 せて情報処理

の啓蒙を目的 としたもの

情報処理ニュース(月2回)発 行部数 各700

情報処理に関する海外事情の速報を目的とした

もの

D成 果の普及

調査および研究開発の成果を報告書としてとりまと

めているが,財 団発足以来現在までに85種 類を発行,

46年 度の配布部数は7,458部,42年 度以降累計27,434

部 で,こ れ らは関係官公庁,情 報処理関係 機関,コ ン

ピュータ ・メーカ等広 く各分野で利用 されてい る。

また,上 級情報処理技術者研修 ガイ ドブ ックについ

ては,現 在 までに基 礎編(4分 冊)は2,983部,応 用

編(6分 冊)は1,592部 を頒布 した。

教育用 スライ ド 「や さしいFORTRAN」,「 や さし

いCOBOL」,「SIP65」,同 テキス トは,作 成以来現

在 までに195セ ッ ト,10,342部 を頒布 している。

E見 学 者

本年度において当財団 を訪 問した内外の視察団,見

学者は24グ ループ,890名 に達 しk。 この うち,海 外

か らは8グ ループで,西 独(3),ル ー マニア(2),ソ

連,カ ナダ,ユ ーゴスラ ビアよ り来訪 し た。 こ の ほ

か,は とバ ス ・コン ピュータコースは昭和47年1月 で

打 ち切 るまで124回,2,300名 に 達 した。

σ

『～～ ～～ 、映画 「考 え る企業一 情報処理 とシステム思考一」完成'
(カ ラ ー,16㎜,27分)

～
1

{・ の映画・瀕 す・企業胸 中で経営者… 管理者
が,適 切な情報の収集,処 理,利 用をするためのシステム的

ζな物の考え方,つ まりシステム愚老の必要性,必 然性につい～

てわか りやす く解説しております。

～
、 まず,導 入部では経済社会の進展に伴い,消 費者需要動向

1の 変化 商品の多様化 技鱗 新等企業環境が急激 変化・

1蕊 灘:ア …隠 嘉二1:;㌫
処 理,分 析 し経 営 に反 映 させ る必要 が あ る こと を説 い て お り

}
ます。そのためには,自 社の目的や性格に最 も良 く合った情

報処理能力を身につけたシステムを作 りあげる必要があり,

このよいシステムを作るための考え方,つ まり 「システム思

考」が必要であることを説いております。

システムは,そ の属性 として,目 的追求性,集 合性,相 互

関連性 環境適応性等があり,これらが皆うまく満足するとき,

よ り良いシステムといえましよう。

われわれの身近なよいシステムの例として,系 統信号によ

る交通管制システムがあります。企業もこれと全 く同じです。

つまり,機 能の違 う幾つかの部門が利潤を得るという目的の

もとに,お 互に有機的に関連し合って,環 境に適応しながら

活動しております。ただ成果があがっているかどうかは,シ

ステムの属性が うまくいっているかどうかにかか っていると

いえます。

この映画では,あ る販売会社の商品の受注か ら納品まで,

さ らに新製品の開発を例にシステムをわか りやす く解説する

とともに,特 に,情 報処理のシステム化について,動 画を豊

富に取 り入れ説明してお ります。

頒布価格(1本)55,000円

貸 出し料(1日)2,000円

■

∋
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ソ フ トウェアの需要構造調査

ソフ トウェア開発 の外部委託について

本調査は,当 財団が,昭 和45年 度 に実施 した 「ソフ トウェア需要構造調査」に引 き続 き

昭和46年 度事業の一環 として,(社)ソ フ トウェア産業振興協会に委託して実施した もので

ある。本調査は,コ ンピュータ ・ユーザーにおける,ソ フ トウェア開発の外部委託の実情

についてコンピュータ ・ユーザー1 ,200社 を対象にアンケー ト調査を実施するとともに,

その回答の うち27社 を選定して,面 接の上とりまとめた ものである
。

●
、

1.調 査の ね らい

ソフ トウェア産業 におけ るソフ トウェア市場 は,ゴ ン

ピュー タ ・ユーザーおよびコン ピュータ ・メーカーが ,

ソ フ トウェア ・ハウスに発注 して開発す るソフ トウ ェア

と,ソ フ トウ ェア ・ハ ウスが 自己の負担において開発す

る専 有権 つ きソフ トウェアに大 別 され る。

ソフ トウ ェア市場 は,一 般的 には潜在 需要 が大 きい も

の と考 え られ てい る。すな わち,コ ン ピュータの利用分

野は非常 に広 く,多 種類の ソフ トウェアが数 多 く必要 と

され る。 また,す でに開発 されたソ フ トウェアで も,長

い 日時を経ない うちに仕様 の変更や能力 のレベル ア ップ

の必要か らソフ トウェアを開発 す るとい った ことも,し

ばしば起 こる。

これ らのソフ トウェアの開発 に要 する費用は,非 常に

多額 に達 する もの とみ られ,仮 にハ ー ドウ ェア開発費用

とソフ トウ ェア開発費用が同額 とす るな らば,日 本の場

合は,1971年 末 で約1兆 円強 とい うことにな る。 そして,

今 後はますます この金額が増加 し,ソ フ トウ ェア費用 は

ハー ドウ ェア費用 を上 回わ る もの と予想 され てい る
。

このよ うな多額の ソフ トウェア市場 も,ソ フ トウェア

産業に とっては,必 ず しも,即 自分 の産業 の市 場 とはな

らない。すなわ ち,潜 在 需要 はあ って も,す ぐには顕在

化 した需要 とい うことにはな らな い。

この調査 では・ ソフ トウェア産 業の市場 とな る需要 を

顕在化 す るために,コ ン ヒ。ユ一夕 ・ユーザ ーにお けるソ

フ トウェア開発 の現状 と,外 部機関への委託発注が どの

部 門でどの よ うな要因に よ り決定 され るか とい うことに

ついて実態を把握 しよ うとした ものであ る。

2.調 査 内 容

Aソ フ トウ ェア開発の形態

わが 国の コン ピュータ ・ユ ーザーにお けるソフ トウェ

ア開発の形 態は,自 社開発の比重 が高い ところに特徴が

あ る。 その内訳 をみ ると(図1),自 社 開発分は,約60% ,

メー カー支給 パ ッケージ購入等の形態が33%と ほ とん

ど この両者が 占め,外 部機 関 との共 同開発あるいは,全

面 的な委 託のケースは,10%に も満 たない。

しかし,将 来 は,共 同開発 とい うケースが相 当見込 ま

れてお り,今 後は,ソ フ トウ ェア ・ハ ウスへ発注 し
,こ

こと共同で開発する とい う方 向があ らわれて くる もの と

図1ユ ーザーにおけるソフ}トウェア開発の形態

メ　 カ　

鱒ホ歓 ケ 醐 脱

33.3%現t`i委 き場

6.5

共 同開 発%

委 託開 発

2.0%

一7一
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思 われ る。

そ こで共 同開 発 されているソフ トウ ェアの内容をみ る

と(図2),現 在 ・将来 とも事務処理 プ ログラムが半数を

占めてお り,ハ ー ドウ ェアに近いサー ビス ・プ ログ ラム

やオペレーテ ィング ・システム等の基本 ソフ トウェアは

あま り共同 で開発 しないよ うである。

図2ユ ーザーにおける共同開発の内容

・基 比
、 基 応

フ 諸 事 プ・戎 車

Bソ フ トウ ェア開発の外部委託状況

過去2カ 年に おいて,ソ フ トウェア関係 業務 の外 部委

託を行な っナこ企業は,回 答354社 の うち,64社(18.1%)

あ り,委 託業務は103件 で あ った。 その うち,ソ フ トウ

ェア会社に委託 されナこ業務は25社(7、1%)38件 と委託

率 が低 く,そ の原因は,外 部機関の実態 や利用効果につ

いての理解の不足に あると思 われる。特に,外 部委託を

既 に経験 してい る企業では外 部委託開発に対す る評価は

高 いが,ま だ経験 のない企業の大部分は,外 部機関 に対

す る理 解がま った く不足 している と思 われ た。 また,外

部委託を行 な った64社 の うち委託先の評価 を 「悪 い」 と

しナこのは,全 回答の うち7社(10.1%)で,そ の うちソ

フ トウェア会社 に対 す る悪 評は1社(4.0%)で 委 託先

の評価はなかなか好評で ある ことが わか った。

また,外 部機 関別 の市場 占有率 にお いては,委 託件数

お よび委 託 した企業数 か らみた場 合両者 ともコン ピュー

タ ・メーカーが50%強,ソ フ トウェア会社 が40%弱,そ

の他外部機関が10%弱 と,外 部委託は,メ ーカー一とソフ

トウェア会社が90%強 占有 してい る。(図3)

図3外 部機関別市場占有率

そノ)fE1'F部機関べお そのftl,'FVI;機INに託

A委 託f'1数より見た場 合 B委 託 した企業数よ り見た場 ζ♪

C外 部 委託のメカニズム

コン ピュー タ ・メー カーお よび コンピュー タ ・ユーザ

ーが
,ソ フ トウ ェア開発を ソフ トウェア ・ハ ウスを含 め

た外部機関に委託す るか ど うかは,そ の機 関の過 去の実

績,感 覚的な価値観,開 発計画の緊迫度等,経 済 的,社

会的,心 理的要素の組み合せに よって決 ま る。 したが っ

て この よ うな プ ロセスの総体 を現実に即応 した形 態で と

らえるには,ま だ資料や デー タが不足 であ るが,業 務 開

発 のニーズの発生か ら外部委託の可否決 定までの一連 の

プ ロセスを一つの相互に関連 した メカニズ ムとして次 の

手続 につい て調 査を した。(図4)

これ によれば,ま ず業 務開発の契機 は84%が 社 内的に

発生し,こ の よ うな開発 ニーズは大 半がその都度関連 部

署 との合議に よって その是非が検討 され る。委 員会 的な

制度 によって開発 ニーズの交通整理を実施 してい るケー

スは全体の約20%,他 方 非 コン ビ=一 夕部門に対 して コ

ン ピュータ部門か ら周期的に社 内の ニーズ ・サーベーを

行 な ってい るものは7.4%で あ る。 これ らの結果 として

開 発にあた っては,外 部機関 を活用す る委託型のユーザ

ーは25 .2%,将 来 は外部委託 も考 える とい う潜在型 のユ

ーザーが38 .0%,こ れ に対 し今後 とも委 託の意 思はない

と考 えてい る自社型 のユーザーは,36.8%で あ って委託

型の比率がやや下まわる とはいえ各々全体 を三等分 して

い る。

委託型,潜 在型,自 社型の区分 は,外 部委託に対 す る

一般的原則 的な考 えを示 してい るので あるか ら
,現 実の

業務開発に当 っては一方では委託型のユーザーにあ って

も自社開発によ らな けれ ばな らない業務があ るが如 く,

他 方では 自社型の ユーザ ーに あって もケースに よって委

託す るとい う現実的な側面を示す とい うもの よ りもむし

ろ ある種 の価値観の反映 と考 えた方が よい と思 われ る。

この ような価値観を もた らす ものは,過 去 の実績,新

聞雑誌等か ら得た知識 あ るいは企業 自体の体質な ど一概

に規定す ることはで きないが,委 託に対す る価値観 を形

成す る要因 と思 われ る もの をい くつかの側面でみ る と以

下の ようにな る。

まず ソフ トウ ェア会社を含めた一般 の外部委託機関に

対 するみか たについては,「 よい」-30.8%,「 悪 い」

-25 .7%で 意 見は二 つIC割 れ てい る。 これ をソフ トウェ

ー8一
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ア会社に対する態度でみると,「 活用する」-39,0%,

「活用しない」-26.5%で 肯定的な意見が多いが,や は

り考えは二分 されているといえよう。

このうち否定的な見解の理由となるもの として業務知

識の不足を指適するものが多く,現 状のシステムに片寄

りすぎている状況が衝かれている。

また,こ れ ら以前の根本的な問題 として料金体系の不

明確性および欠如をあげるものが多く,こ れはソフ トウ

ェア市場の拡大強化を目指すにあた って最 も不可欠な も

のであるだけに具体的な対策の検討が早急になされなけ

ればならない。

料金体系の標準化,明 確化は,委 託するにあたっての

価格算定基準のあり方に密接に結びついてい

る。

社内発生的に
現状 では,見 積 りステ ップ数 ×単価に よる

84.O

ステップ方式であるが,今 回の面接調査にお
ニーズの吸収

いてもステップ方式に対してはその正当性を
その都度合議して 委員

疑 問視す る向 きが 多 く,価 格算定方式の検討65'321'7

「一一ー一「を も含 めて料金体系 の明確化 に具体的 に着手 飽 聞 する{酬臓 ⑪

する必要性が認 め られ る。r-一 一ーー一一1㍑ き 愁 型 ㌘㍗
1

これらについて他方外部に委託しない理由lL
IN

とい う点か るみる と,自 社の要員で十分で あ 委託しない理由11

灘 翼 灘 三》苔1梨嘉i
の曲り角にさしかかっているとすれば要員問l

l

題は,そ の契機 最 もよく示してお り,eまと1価 格熾 準

ん どのn－ ザーは,締 的評 憾 戦 あい1ス 認 ・ 懇 認 1
まいにな・ていて外部委託の蹴 まそれほ1__L

ど厳密に評価されていない・このことカ・ら老1;識 一 覧撫 ∫

えて,・ れ らについての考訪 は今後相当変149'71s'2

化して くるであろ うと思われる。 い 託・験傭 、

さて,外 部委託に対する硫 卵 酒 鯉1嘉 鑑
1

に属する場合は,ソ フ トウェア市場の観点かl
L-,.一._一 一 一 一 一 一

らはそ こでループしてしま う閉鎖 され たプロ
適用業務の開発形態

セスをい うことにな るが,委 託型,潜 在型に

あ っては実際 の委託 に至 るまでにい くつかの

プロセスが考 え られる。

まず委託先 の選定基準 については,ソ フ トo内 はソフ5ウェア会it

ウ ェア市場が技術市場 であるだ けに技術的な基準 に求 め

る ものが60.4%と 多 いが,半 面資本系列的,メ ー カー系

列的 な どによ って決 める政策的な基 準 も27.1%で 無 視で

きない。

価格算定基準は先に述べ たよ うに ステ ップ方式が最 も

広 く採用 され てい る。 しか し,こ れ とは別に開発 ソフ ト

ウェアの性能 を考慮 しよ うとす る費用効果方式(評 価主

義)も 相 当ある とともに特に コー デ ィング ・レベルのサ

ー ビス形態 を中心 にマンパ ワー リー ス も広 く採用 されて

いる。

委託先決定部門 としては,当 然の ことなが らコンピュ

ータ部門 の トップにその実質権限が集中 してい るが,ト

図4外 部 委 託 の メ カニ ズ ム

糊 醗 のモづべ_シ,ン 徽'郎%)

r二」飢 先への醐

醗 形態 ↓

現 在(件)将 来(件)

自社 開 発1,臼7L181

共 同 開 発183(24)231(54)

委 託 開 発55(18}24(9)

そ の 他934460

描 鮎
評価の悪い理由

術
熟
3

校
本
23

業魏 識

ソフ トウエア会社への考え

てきるだ
け活用
390

お　し

蒜
ソ7ト ウエア会社への要望

・舗 ‖膿

ソフ トウエア会社の利用形態

情報提供
385 .

パ ソケ

菰 認亨
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ップ ・マネージ メン トあるいは開発業務の業務部門長に

決 定権があ るケース も多い。

この ようなプ ロセスを経 て最終的な委託が決定 され る

わ けであ るけれ ども,ち なみ に委託経験の有無 をみてみ

ると80%が 委 託経験 を もっていない。 そして,こ れ ら一

連のプ ロセスの結 果 として,ソ フ トウ ェア市場 とい う現

実的な実体があ らわれてい る。

また,委 託先に対す る評価や ソフ トウ ェア会社に対す

る考 え方 あるいは,ま た委託経験 の有無 につ いては,各

々の企業において非常に異 っている。表1を み る と,委

表1

託先に対する評価,ソ フ トウェア会社に対する考え,委

託経験のいずれにおいても,委 託型ユーザーが他に比べ

てはるかに好意的な評価を示している。

また,外 部機関を利用した結果が必ずしも成功てして

いないにもかかわらず,そ の失敗がそのまま外部委託の

中止につなが らない,つ まりユーザーはその失敗を反省

して,よ り有効な利用形態のあり方を見い出そ うとして

お り,表1の 委託経験の有無 と委託先への評価にははっ

きりと相関が現われている。

このように委託型,潜 在型,自 社型ユーザーのどれに

委託先への評価等

項 目 委 託 型 ユ ーザ ー 潜 在 型 ユー ザ ー
●

自社 型ユ ー ザ ー

委 託先 へ の評価 一 「よい 」 と した もの 54.1% 11.1% 15.0%

ソフ トウェ ア会 社 への 考 え一 「活 用 す る」 と した もの 64.4% 58.6% 15.5%

委 託 経 験 一 「有 」 と した もの 61.5% 17.5% 5.3%

評価の悪い理由に対する1社 当たりの回答数 0.9件 0.5件 0.2件

委託 しない理由に対する1社 当たりの回答数 0.5件 0.2件 0,06件

ず

鍾

■

表2外 部委託のメカニズムの総括

項 目 内 容

◎全体を通 じていえる傾向

○ 業務 開 発の モチベ ーーシ ョン 8割 が社内的に発生

○ ニー ズの吸収 過'P数 はその都度必要部署との合議によって

○ 委託 先の 暫定 戊,!1準 技術的な基準が6割,政 策的な基準が3割

○価格算定基準 ステップ方式が3割 次いで量用効果方式

○委託先決定部門 半 数 は コ ン ピュ ー タ部 門,但 し トップ 個 別業 務 部 門 も

O委 託 先に対する要望 料金体系の明確化業務知識の確保

委 託 費が 高 くつ 、く

メ ンテナ ンス体 制 の 重視

自社 要 具 で1'分 で委 託 費 が 高 くつ く 、

◎年間経費5億 円以上のユーザー

簾 ㌶ 質 態度}が酬 …意的
委託件数よりも委託規模

◎外部委託の意思の有無による 委託先評価 ソフトウェア会社に対 して 委託経験

良 好意的 有特徴 委託型ユーザ

悪 好意的 やや有 ・潜 在 型ユ ー ザ ー
、

悪 」卜好意的 無自社 型ユ ー ザ ー `「

個別的な特徴 委託型ユーザー'
マ ンパ ワ ー-1仁 一ス 多 い

ソ フ トウ ェア 会 社 に対 しパ ッケ ー ジの 開 発 を期 待
'

、

潜 在型 ユ ーザ ー

:委託先に対し業務知識面での不安,委 託経費に対する不信感1

費用効果的な評価}義 に期待 、

n社 型ユ ー ザー
へ "一 ・・㌧9-・

委託先に対し委託経験もなくそれが原因で心理的評価 も極めて悪い

ソフトウェア会社に対しソフトウェアに関する全般的な知識 ・情報の提供を

期待,… ,、

「,「 「 ■.」

`

■

4

后

一10一
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属するかによって外部委託のメカニズムは相当顕著な違

いを示す。

そして,全 体 としてのメカニズムを明確にするために

表2に 外部委託のメカニズムを整理 してみた。

今回の調査ではできる限 り多面的に委託のプロセスを

とらえようと試みたが,ま だ現実のソフトウェア市場の

動態を拡張するという観点からはやはり一面的,表 面的

表3企 業 別 外 部 委 託 状 況

な きらい はあるが,こ れか らの あ り方 を考 えてい く上 で

種 々問題点 を これ ら一連の メカニズ ムが示 唆している。

D外 部委託のケース ・スタデ ィ

外部 に委託 するケースについて個々の企業別 回答 を表

3に 示す。

(注)表 中 の ● … … ソフ トウ ェア 会 社 委託 分

◎ … … そ の他 の 外 部 機関 委託 分

○ … … コ ン ピュー タ ・メー カー の委 託 分

＼1
＼ 開 発 形 態

作 業 レ へ 「し た 託 川 山 友 託 先
委 託 先

検討部門

一 ア ー一 τ 一. 一一 .

＼
＼ 調

ヒ

分 ソ コ! そ ノ＼ 技 時 経 機 そ メ ソ そ コ 担 委 そ
＼ 査 フ,i の ン

ニ
ン

ロ1ン

析 グ バ
員 術 川 費 械 |. ㌧

」

他

の
ピ
当

貝

元
1
・'ラ 1 の 的 的 的 的 変 の

カ
フl
Jこ
機

ユ

1

業
の

テ
ミ ン

1 ト1: 関.
務
会

1 設 理 理 理 理 更
、 タ

1. 一「「 「 、} 部
業 務 ζ

ン ヨ
共 全 共 全 共 全 部

ン 計
,

グ1ン 他 由 由 由 由 時 他 同 面 同 面 同 1∬f 門
1

11『 等 他

国 産 業 務1
'

生 産 管 理 プ ・ グ ラ ム ● ● ● ●

〃 ● ● ● ●

〃 ○ O ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ O

〃 ● ● ● ● ,

〃 ◎ ◎ ◎ ◎

〃 ● ● ● ●

〃 ○ ○ ○ ∪

〃 ○ ○ ○ ○

'ノ ● ● ● ●

在庫管理 システム ○ ○ ○ ○

〃 ● ● ● ●

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ● ● ● ○ ・'

資材納期管理 システム ● ● ● ●

納入指示用プログラム ○ ○ ○ 、 ○

購買管理 システム ● ● ● ●

〃 ○ ○ ○ ○
》

プ ロ セ ス1・ コ ン トロ ー ル ○ ・ ○ ○ ○

:'〃 ○
' ○ ○ ○

〃 ○ ○
'○ ○

F
、

生産計画システム ● ● ● ●
、
A

設備投資システム
'●

● ●
'●

資 材 オ ンラ イ ン ・シ ステ ム ○ ○ ○ ○

発注処理システム ○ ○ ○ ○
一

〃' ○ ○ ○ ○

一11一
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開 発 形 態
作 業 レ ベ ル 委 託 理 由 委 託 先

委 託 先
検討部門

調 分 プ コ そ

.

人 技 時 経 機 そ メ ソ そ コ 担 委 そ

査 口 ン 《 の ン
当

:

紘

丁

析

・

設

グ

ラ

ミ

ノく

|

ジ

の

員

的

理

術

的

理

間

的

理

費

的

理

械

変

更

の

|

カ

|

ウ

エ

z五

他

の

機

関

ピ

ユ

|

タ

業

務

員

会

の

業 務 ζ
ン ヨ

共 全 共 全 共 全 部
部

ン 計 グ ン 他 由 由 由 由 時 他 同 面 同 面 同 面 門 門 等 他

1販 売 業 務1

1
`

販売管理プログラム ● ● ● ●

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ◎ ◎ ◎ ◎

" ○ ○ ○

〃 ◎ . ◎ ◎ ◎

〃 ● ● ● ●

〃 ● ● ● ●

需要予測プログラム ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

製品売上プ白グラム ● ● ● ●

営 業 オ ンラ イ ン シス テム ○ ○ ○ ○

声 務 会 計「

.

`

財務会計システム ● ● ● ●

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ● ● ● ●

〃 ○ O ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ● ● ● ●

〃 ○ ○ ○ ○

原価管理プログラム ● ● ● ●

〃 ● ● ● ●

〃 ● ● ● ●

給与計算プログラム ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

年末調整用プログラム ○ ○ ○ ○

経理用プログラム ● ● ● ●

売買掛金プログラム ○ ○ 01 ○

一12一
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作 業 レ ベ ル 委 託 理 由 委 託 先 委 託 先
検討部門

開 発 形 態 1

調 分 プ コ そ 人 技 時 経 機 そ メ ソ そ コ 担 委 そ

査 口 ン 《 の ン

;

紘
テ

|

析

・

設

グ

ラ

ミ

ノく

|

ジ

の

貝

的

理

術

的

理

間

'的

理

貧

的

理

械

変

更

の

|

カ

1

z

又
耗

他

の

機

械

ピ

ユ

i

タ

当

業

務

員

会

の

業 務
ζ

ン ヨ
.

共 全 共 全 共 全 部
部

ン 計 グ ン 他 由 由 由 由 時 他 同 面 同 面 同 面 門 門 等 他

1人 事 管 理

. 1

人事管理プログラム ○ ○ ○ ○

〃 ● ● ● ●

〃 ◎ ◎ 　 ◎

〃 ◎ ◎ ◎ ◎

〃 ● ● ● ◎ ●

〃 ● ● ● ●

従業員貯金プログラム ● ● ● ●

経歴人事 システム ● ● ● ●

1経 営 管 副

, 1

経営分析プログラム ○ ○ ○ ○

経 営 計 画 シ ミュ レー シ ョン ○ ○ ○ ○

1研 究 開 発1

1

技術計画プログラム ● ● ● ●

〃 ○ ○ ○ ○

〃 ○ ○ ○ ○

〃' ● ● ● ●

〃 ○ ○ ○ s ○

〃 ● ● ● ●
,

設計計算プログラム ○ ○ ○ ○

〃 ● ● ● ●

〃 ● ● σ ●

研究開発管理 プログラム ● ● ● ●

製品開発用プログラム ○ ○ ○ ○

工学への応用 ● ● ● ●

IR ○ ○ ○
: ○

グ ラフ ィ ックデ ィス プ レイ ● ● ● ●
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開 発 形 態 作 業 レ ベ ル 委 託 理 由 委 託 先
委 託 先

検討部門

調
査
分 プ コ そ 人 技 時 経 機 そ

.

メ

フ
そ

の

.

コ 担 委 そ

ニ
ン 析

ロ

グ

ン

ノぐ
員 術 間 費 械

[ 膓
工
他

ン

ピ
当

員

蒐

了

・

設

ラ

ミ

|

ジ

の 的 的 的 的 変 の
カ

|

ア

会
社

の

機

関

ユ

|

タ

業

務
会

の

理 理 理 理 更 1 部業 務
ζ

ン ヨ 共 全 共 全 共 全 部

ン 計 グ ン 他 由 由 由 由 時 他 同 面 同 面 同 面 門 門 等 他

1鉢 ソ フ トウ ・ ア 「

ユ テ ィ リテ ィ ・プ ロ グ ラ ム ○ ○ ○ ○

言語 プ ロ グラ ム ○ ○ ○ ○

レ ポ ー ト ・ ジ ェ ネ レ ー タ ○ ○ ○ ○

OCRプ ロ グラ ム ○ ○ ○ ○

1

1特 定 業 務1

特定業務用プログラム

〃

〃

"

パスダイヤ作成 ○

●

○

○

●

○

●

○

●

○ ○

○

○

●

●

○

●

○

●

○

オ ンラ イ ン ・リア ル タ イム ○ ○ ○ ○

テ ナ ン ト管 理 プ ロ グラ ム ○ ○ ○ ○

日計表作成プログラム ○ ○ ○ ○

預金残高表作成プログラム ○ ○ ○ ○

住所管理プログラム ○ ○ ○ ○

計量経済モデル ○ ○ ○ ○

普通預金システム ◎ ◎ ◎ ◎

定期預金システム ◎ ◎ ◎ ◎

建築完成予定プログラム ○ ○ ○ ○ .

」

統計計算プログラム ○ ○ ○ ・ ○
、

ぺ

国民年金プログラム ○ ○ ○' ○

合 計

.

10 24 64 2 3 27 28 17 11 10 10 46 14 28 8 6 1 51 33 14 4
(64社,103件)

　「 一 一.._　 _一 一
一 一 一
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経 営 情 報 調 査
一 石油業 ・電気事業 ・流通業一

本調査は,MIS形 成のための問題点把握のため昭和46年 度情報処理の需要動向調査と

して実施した ものである。経営情報システムへのアプローチの手段 として,情 報をプラン

ニング情報とオペレーショナル情報とに分け,個 々の情報については,日 常経営活動にお

けるニーズ調査を基礎とし,業 種別のケース ・スタディ調査を行なったもので,本 年度は

石油業,電 気事業,流 通業の3業 種を取 り上げ,4カ 年で13業 種 を調査したことになる。

9

1.石 油 業

わが国の石油業は,9割 以上の原油を輸入に依存して

お り,原 油価格の変動,原 油輸入の運賃など多くの問題

をうxかえている。

原油価格は,国 際石油資本によりコントロールされて

お り原油輸入の運賃については,世 界的不景気,需 給バ

ランスがコス トの変動要因となっている。 これを長期,

中期,短 期に区分 し,そ れぞれの位置づけをした。長期

計画のテーマとして石油業がかかえている問題の主な も

のは次の通 りである。

。新規製油所および備蓄基地の土地計画

。重油の低硫黄化,ガ ソリンの脱鉛化計画

。最適原油選択,新 規原油契約

。新設装置の種類,規 模,時 期の決定

。タンカー傭船運航計画

。新規事業計画の協業化L

。最適販売,配 給パターンの決定

また,経 営計画には前記期間別計画の他に,部 門計画

があるが,こ れらの計画は,一 つの全社的総合計画の下

に統一 された計画を形づ くっている。

現在の ところは,各 期間別あるいは各部門別計画の相

互の関連のあり方,各 部門間のオペレーシ 。ン の 整 合

性,共 通デーダィベースの整備等問題が多く,計 画 と業

一15一
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績評価 との結びつ きが未だ完全ではない状態である。

オペレーショナル情報としては,装 置産業 としての原

油の輸入,生 産,販 売,配 給における情報処理の現状分

析をしナこ。 とくに,生 産面については,従 来か ら各種の

自動化が行なわれているが,1960年 代において,生 産工

程の集中化,総 合化およびコンピュータ ・コン トロール

が急速に普及をみた。

生産関係におけるるオペレーシ 。ナル情報は,製 油所

における情報の流れを中心に考えればよく,次 の4点 を

とりあげた。

。製油所における生産計画情報

。装置の運転に関する情報

。生産計画に必要な当月生産実績

。製油所におけるコス ト・コン トロール情報

また当業界の課題の一つである販売面での形 態 とし

て,ク レジット・カー ド・システムについて も調 査 し

た。石油会社のクレジット・カー ド・システムは,顧 客

がカー ド1枚 でいつ,ど こでも給油やサービスが受けら

れるという便利さを武器に,系 列石油販売会社のネット

ワーク商法への飛躍を図り,さ らに石油販売会社の省力

化のための事業の合理化,金 融機関を利用した自動引落

しによる集金業務の解消とい うこれまでの懸案事項を一

挙に解決することもね らったものである。

2.電 気 事 業

電気事業の ように産業活動,国 民生活の全般にわたっ

て,そ の活動基盤 となるエネルギーを供給しているサー

ビス事業においては,経 済社会の全体的な変化はそのま

ま,事 業客体の変化 として意味をもっている。

電気事業における経営情報システム確立の重要性は,

時代の進展 とともに,増 大することは必然である。

長期プラニング情報体系の中には次の各システムがあ

げられる。

。予測システム

。設備計画システム

。需給計画システム

。収支計画システム

膨大な供給設備の建設運用を主体 とするいわゆる設備

産業である電気事業において,電 気の需要 と供給の関係

が電源,送 変配電設備,負 荷の三者が直結する形態であ

るため,負 荷の動向は,そ のまま供給設備の建設運用の

あり方を規制することになる。しナこがって,負 荷の動向

予測,す なわち需要予測は きわめて重要なシステムであ

る。

需要予測システムは,日 本電力調査会とい う特別な組

織が毎年定期的に公表する諸計画を基礎 としている。予

測項 目としては,供 給種別,KW(契 約電力),KWH

(使用電力量),最 大電力,負 荷曲線が中心 となってい

る。資材,労 働力,資 源予測は,需 要予測ほどのシステ

マティックな体制にはない。

需要予測システムの今後の課題 としては,

①予測の基本的な手法として,い わばリニャー ・プロ

グラ ミングの考え方が中心にな りすぎている。

②国全体の計画 政府計画との整合性の強 さは弾力性

の点では,一 つの欠陥 となっている。

等があげ られる。

予測,需 要計画,設 備計画はいわば三身一体の もので

あり,設 備新増設改善の選択決定,組 合せを設備計画と

いい,設 備の運用を需給計画 といいわけているものの,

両計画は相互にフィー ドバックされて最終的 な 最 適 計

画,資 材計画,資 金計画が同時に明らかとなり,こ の計

画に基づいて収支計画が形成 される。

業務運営計画はオペレーショナル情報体系の集約的方

向づけでもあり,業 務運営の合理化,こ れに伴 う適正な

要員計画,望 ましい現業機関配置など社内業務運営の計

画であるとともに業務の社外委託計画を併せ行な うもの

である。オペレーシ ョナル情報体系 としては,次 の各シ

ステムがあられる。

。生産システム

・販売システム

。補完システム

3.流 通 業

終戦後の耐乏生活 も経済復興 と と もに徐々に改善 さ

れ,消 費動向は耐久消費財に移行し,ま たメーカー ・サ

イ ドにおける生産の合理化,大 量生産によるコス ト・ダ

ウン等 と相いまって,家 電業界は急速な発展をみせた。

その後,昭 和40年 をボ トムとした日本経済の構造不況
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と需要一巡による経営不況の試練をへたのち,41年 以降

従来家電商品の買替え需要,二 次需要,カ ラー放送の増

加によるカラーテレビの普及化等により,家 電業界の成

長速度は加速され,そ のマーケットは巨大化した。 これ

らをベースに家電業界の特質 としては,次 のことがあげ

られる。

。主力商品による市場影響度が極めて高い。

。商品 ライフ ・サイクルが比較的短い。

。商品化余力が大 きく商品分野が広範である。

。技術革新による新製品開発競争が激しい。

経営 ビジ ョンの設定 とその実現のための戦略計画 とし

ての長期経営計画は次の3つ に分けられる。

①経営 目的

一箇品別販売計画

②基本計酬
一販売網計画

③部門計画

長期経営計画は,ト ップ ・マネージメン トの経営ポリ

シーの表現でなければならないが,一方,従業員が自己の

問題 としてとらえ,実 行意欲を盛 りたてるための策定手

続にで きるだけ多 くの参加を得ることが大切である。し

たがって,全 企業組織をあげての長期経営計画の策定プ

ロセスは企業内コミニュケーションの確立,ト ップ ・ポ

リシーの浸透過程 として評価することができる。長期経

営計画の策定プロセスは図5の とお りである。

長期経営計画の目標設定にあたっては,実 現可能性が

重視 される一方,単 なる過去の延長ではなく,大 胆に何

んらかの革新的計画を織 りこまなければならない。

経営本質の目標計数は人事,組 織,合 理化,財 務内容

等の経営体質の改善強化戦略の基本目標となる。

体質改善強化 と経営規模の問題は,相 互に関連しあう

もので両者を総合して,そ の妥当性,実 現可能性を検討

することが必要である。

ここに至 り,ト ップ ・マネージメントの承認を受けオ

ーソライズされた経営目標は,前 提条件とともに,企 業

内の関係部門に通知され,こ れ らを基礎として基本計画

図5長 期経営計画設定の基本チャー ト

(・ ・欄 ・報)(・ 外・端 ・)

」
つ

(制 帽・案〕

NO
TOP

YES

(経 営・標)

,.一 一_一 ー 一一_一_易 一「

ll1`

璽 劉.≧一一(漂2

、

1寸
,↓

(1萄1冒1》ljノレー ト》IJ貝反発、言卜1曲1)(部 門・・画)

11

w

(・ ・計画・案)

NO

ぺOP
YES

、'

(長 期計画)

1(基本計画)

の策定が始まる。

流通の機能は 「新しい需要を喚起,顕 在化すると同時

に市場の要求する商品をタイ ミングよく効率的に提供す

る」 ことにあ り,し たが って流通業の経営計画は商品お

よび販売経路を中心 としたマーケッティング計画を主体

に展開される。

このため長期経営計画は,新 製品開発を含めた販売計

画 と販売網計画の展開を中心に広告計画,物 流計画,サ

ービス計画といった部門計画(セ ールス ・プロモーシ ョ

ン計画)が 呼応する形 となる。
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標 準 化

デー タコー ド標準化体系調査お よび

JIS原 案の作成

コンピュータの普及に伴ない来るべ き,情 報化社会への指向に従って,各 種情報の共同利用,あ るい

は情報の相互交換に対する必要性が急速に高まって来てお り,こ のナこめコー ドの標準化が不可欠な課題

として各方面か ら要請されている。

本調査は,こ の1指 に沿って,当 財団における 「情報処理普及促進のための標準化に関する事業」の

一環 として,昭 和44年 度以来,毎 年実施しているデータコー ド標準化体系調査の一つである。昭和44年

度および45年 度においては,主 としてアンケー ト調査によって,デ ータ項目の現状調査ならびに標準化

(JIS化)に あたっての必要性,緊 急性,実 現性など,基 礎的な事項を広範囲にわたって調査した。

昭和46年 度は,従 来の調査結果に基づいて,さ らに具体的項目の掘 り下げを行なうことを 目的 に,

「土地 ・建物コー ド標準化体系調査」,「 人に関するコー ド標準化体系調査」ならびに,「 事業体コー

ドの標準化体系調査」をそれぞれ実施した。

またJIS原 案の作成については,通 商産業省工業技術院から委託を受け商品分類コードと勘定科目

コー ドについてそれぞれ実施した。

ヂ

1.デ ー タ コー ド標 準 化体系 調査

A土 地 ・建物コー ド標準化体系調査

土地についての体系調査は,国 土計画,不 動産売買,

徴税,統 計などの而で,広 く使われている地目や環境 ・

規制等のコー ドを標準化することを目的としている。情

報把握の基盤が全国的にわたるが,対 象は比較的に明確

である。しかし近年,国 土開発が進むにつれて地目の変

更やこれにともな う環境の変化,さ らには利用にあたっ

ての法的規制の強化など,土 地に関する情報内容の変化

は著 るしい。従 って,こ れ らのコー ドを早急 に 標 準 化

し,土 地に関する情報を共同利用することがで きれば,

今後都市計画の推進,不 動産取引の合理化,そ の他統計

調査など,広 く有効に活用されることとなろ う。

建物についての体系調査は,建 物に関 す る構 造,材

料,用 途などのコー ドの標準化を目的として い る もの

で,不 動産取引,建 設,損 害保険で使用されたり,あ る

いは資産分析,住 宅統計調査など,多 くの統計面で共通

に使用 されるものである。土地の場合と同様情報把握の

基盤が全国的で,共 通性があり,対 象が比較的明確であ

る。 このコー ドが標準化できれば土地の場合と同様に今

後大 きなメリットが期待で きよう。

土地,建 物に関する情報は,元 来,同 一の観点か ら論

じられ ることが多く,不 動産登記,都 市計画,建 築基準

に関する各法令においても同様である。まナここのコー ド

の標準化で,当 面最 も大 きな効果が期待 されるのは不動

産取引の分野であり,そ の際土地,建 物の評価にあたっ

て,地 形,地 目,土 地の利用制限,居 住環境,権 利の種

類,最 寄 りの交通機関,所 在地,建 物の構造,用 途,間

取 り,等 々土地と建物に関する情報が一体 とな って取扱

われるのが普通である。従 って,今 回,土 地,建 物な ら

びにその特性に関する情報は,各 応用分野におけるコー

ド利用の現状,分 類体系,標 準化の問題点な ど,双 方を

通 じて総合的,か つ横断的に調査 と検討を行 な って い

る。その結果当面

地目・用途

利用 ・処分の制限(地 域条件)

画地条件

建物の構造

建物の用途

権利の種類

地域メッシュ
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の各項 目について,早 急に標準化する必要があるとの結

論に達した。

B人 に関するコー ド標準化体系調査

前述のアンケー ト調査の結果,標 記に関する現状のア

プリケーシ。ンを大別すると,主 に次の3つ がある。

a)社 内で行なわれる人事記録管理システム業務

b)国 で行な う職業紹介業務

c)住 民記録管理業務

a)に ついては,単 なる給与計算システムから,今 日

では各人の能力等の情報までを管理するいわゆるスキル

ズ ・インベン トリーシステムへと利用分野が拡大してき

てお り,使 われているコー ドも,以 前によく使われた所

属,社 員番号など単純なものに加え,学 歴 ・資格,職 種

コー ドなど人の属性を示す情報のコー ド化が増加してい

る。b)の 例としては,職 業紹介システム等があり,こ

こで使われるコー ドもa)に 類似している。c)の 例 と

しては,地 方自治体の住民サービス ・システ ム が あ る

が,こ こで使用 されているコー ドは前2項 とかな り内容

性格を異にしている。 このように今後社会福祉につなが

る各種地域情報システムの導入に伴な って,ま すます人

に関するコー ドは多様化することが想定されている。

以上各種のアプリケーションを横断的にながめ,そ の

必要性,緊 急性,実 現性といった観点か ら検討を行なっ

た結果,当 面 「標準化を急 ぐもの」 としては,血 液型,

障害等級,疾 病,傷 害,死 因,続 柄,学 歴,免 許 ・資

格,技 能をあげている。

なお,性 別コー ド,職 業コー ドはすでにJIS化 が済

んでいる。

C事 業体コー ドの標準化体系調査

この調査は,通 商産業省工業技術院から受託したもの

である。調査の基本方針の策定にあナこっては各企業,官 公

庁等を中心に約1,000の コンピュータ・ユーザーを抽出

し,事業体コー ドの使用状況,コ ー ド体系等に関する現状

調査を行なった。また主な官公庁および関係機関団体な

どか ら,そ れぞれが関連する一般企業,金 融機関,学校,

研究機関,医 療施設,官 公庁などのリス トを収集した。

具体的な検討に当っては事業体をさらに細分し,「 学

校・研究機関および医療施設」「金融機関」,「官公庁」の

3つ の分科会を設け,そ れぞれ活発な調査を実施しtが

その主な調査結果は次のとお りである。

a)学 校 コー ドについては,文 部省の学校調査番号を中

心に標準化を進めるべ きである。

b)医 療施設コー ドについては,現 在の ところその必要

性は少ないが,今 後社会福祉の進展に伴ないコー ドの多

様化,デ ータの共同利用な どの観点か ら,標 準化の必要

性が急激に増加する。

c)研 究機関コー ドについては需要が少な く,当 面見送

る。

d)金 融機関コー ドについては,支 払決済,代 金取立て

な ど現在でも需要が大 きく,早 急に標準化することが望

まれる。なお企業単位か,支 店を含めるか,ま た他の事

業体コー ドとの調整など多 くの問題を残 しているが,標

準化にあたっては当面全銀協が制定した 「金融機関コー

ド」を中心に検討することが望ましいとされナこ。

e)官 公庁コー ドについては,官 公庁相互の情報交換,

官公庁の内部管理,徴 税 ・社会保険事務あるいは統計事

務など需要が大である。標準化の範囲は立法,行 政,司

法を含む本省庁の局,部 段階までとし,そ の他地方局な

どについてはさらに検討を進めるべ きであるとされてい

る。

2.JIS原 案 の作 成

A商 品分類コー ドのJIS原 案作成

商品分類コー ドは,従 来か ら商取 り引きをはじめ,経

済分析,市 場調査,資 材あるいは在庫管理など幅広 く使

われて きている。しかし使用コー ドは目的によって千差

万別であり,わ ずかに官庁,一 部業界で局部的に統一 さ

れた ものがあるにすぎない。

「商品コー ド」のJIS原 案の作成は,通 商産業省工

業技術院から委託を受け,昭 和45年 度から継続して検討

している事業であり,昭 和46年 度は,「 商品分類コー ド」

として審議 検討を行 った。

原案作成にあたっては,そ のベースとしてこれまで一

般に用いられて来た日本標準商品分類,標 準国際貿易分

類,ブ ラッセル関税品目分類表を中心にとり上げ,そ の

コー ド体系および国際性との関連などを検討した。

その結果,日 本標準商品分類(略 称JSCC)を 基本

としてJIS原 案の作成を進めtが,そ のコー ド使用例
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表4コ ー ド 構 成 の 大 要(一 部)

＼ 区 分 大 科 目 中 科 目

貸

借

対

照

表

科

目

1

資

産

流 動 資 産 当 座 資 産

棚 卸 資 産

その他の流動資産

0100

0200

0300

現 金

商 品

前 渡 金

0110

0210

0310

一 般 現 金

商 品

営 業 前 渡 金

0111

0211

0311

固 定 資 産 有 形固定 資産

無 形固定 費産

投資その他の資産

1100

ユ300

1400

建 物

営 業 権

投資有価証券

1110

1310

1410

事 業 用 建 物

株 式

1111

1411

繰 延 資 産 1500 創 立 費 1510

特 殊 勘 定 本 支 店 勘 定 1910 本 店 勘 定 1911

貸

借

対

照

表

科

11

ー

負

債
.

資

本

流 動 負 債 短 期 債 務

負債性 引 当金

その他の流動負債

2100

2300

2400

支 払 手 形

製品保証等引当金

仮 勘 定

2110

2310

2420 仮 受 金 2421

固 定 負 債 長 期 債 務

負債性引当金

3100

3200

社 債

退職給与引当金

31ユ0

3210

転 換 社 債 3112

特 定 引 当 金 3500 1面格変動準備金 3510

資 本 金 4100 4100

資 本 準 備 金 4200 4200 株式発行差金 4201

利 益 準 備 金 4300 4300

その他の剰余金 4400 別 途 積 立 金 4410

欠 損 金 4600 前期繰越損失 .4610

特 殊 勘 定 本 支 店 勘 定 4910 本 店 勘 定 4911

損

益

計

算

書

科

目

売 上 高 5100 5100

1

商 品 売 上 5110

製 造 原 価 当期製品製造原価 6100 材 料 費 6110 主 要 材 料 費

売 上 原 価 6500 仕 入 控 除 高 6530 仕 入 値 引 6531

販売費管理費 7100 7100 販 売 手 数 料

営 業 外 損 益 営 業 外 収 益 8100 受 取 利 息 8110
支配従属会社

受取利息
8112

特 別 損 益 特 別 利 益 9100 固定資産売却益 9110 土 地 売 却 益 9111

未 処 分 損 益 未処分利益増加高 9600 任意積立金取崩益 9610
退職手当積立金

取崩益
9611
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図6コ ド 使 用 例

例 21

]
7 1 1 1

中

小

一一]̀

細 々

加 )、c礎 資 材

化 学 薬 品

基 礎 無 機 薬lllI【

基 礎 無 機 酸

賦
} 酷

備 考:大 は 大分 類 コー ド、中 は中 分類 コー ド、小 は小 分 類 コー ド、細 は細 分 類

コー ド、細 々は 細 々分 類 コー ド を しめ す 。

1

は図6の とお りである。

B勘 定科目コー ドのJIS原 案作成

これは,通 商産業省工業技術院の委託を受け昭和45年

度に一度原案の作成を行なったものを,昭 和46年 度に再

度同院か ら修正案の作成を要請されたものである。対象

範囲を大巾に拡張した今回の原案は,商 業および製造業

を営む株式会社を主に対象とし,さ らにその他の会社に

ついても可能な限 り考慮を払 っている。表4に 本原案の

一部を示してある。

なお,科 目の名称,分 類,配 列等は,大 蔵省令 「財務

諸表規則」,法 務省令 「計算書類規則」および大蔵省企

業会計審議会報告(昭 和44年12月16日)「 企業会計原則

修正案」のそれぞれが定めるところによっている。また

科目の区分は,つ ぎの内容 と対応している。

大科目;貸 借対照表科目,損 益計算書科目

中科目;総 勘定元帳科目

小科目;補 助簿の内訳科 目

このようた,原 案では大科目,中 科目および小科目に

区分し,中 科 目までをJISコ ー ドで定め,小 科 目は参

考 として記載することにとどめ,具 体的なコー ドは付与

してない。

実際の使用たあたっては,企 業の実情にあわせ,必 要

た応 じ,小 科目コー ドを任意に付加することができるよ

うにしてある。
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研 究開 発

汎 用 図 形 処 理 言 語 の 開 発

1963年 にMITのSutherlandがSKETCHPADを 発表 して セ ンセ ー シ ョンを起 し,グ ラフ

ィ ック ・デ ィス プ レ イ利 用 の 画 期 的 な 発 展 が 予 想 され た が,そ の 後 の 利 用 は,当 初 予 想 され た ほ ど

普 及 し て いな い 。 そ の 主 な 原 因 は グ ラフ ィッ ク ・デ ィス プ レ イ装 置 の コス ト高 と,汎 用 ソ フ トウ エ

アの 欠 如 だ と言 わ れ て い る。

グ ラ フ ィッ クに お け る汎 用 ソフ トウ ェア の 汎用 の ポ イ ン トは

Deviceindependent,Interactiveoperation,Datastructure

な どが 考 え られ るが,い つ れ も,あ らゆ るグ ラフ ィ ッ ク ・ア プ リケ ー シ ョンに共 通 す る汎 用 的 な も

の が可 能 で あ るか ど うか,そ して また 汎用 化 だ け が 最 適 の 方 法 で あ るか ど うか に つ い て もま だ 多 く

の 議 論 が あ る。

これ らの事 情 をふ ま えて,当 財 団 が 取 り上 げ た 汎 用 グ ラフ ィ ック ・ソ フ トウ エ ア は,比 較 的 ベ ー

シ ック な レベ ル をね らった もの で あ る。

昭和45年 度 は 最 も基 本 とな る グ ラ フ ィ ック ・オ ペ レー テ ィング ・シ ス テ ム(CGOS)を 開 発 し,

昭 和46年 度,昭 和47年 度 で 汎 用 グ ラ フ ィッ ク言 語 の 開発 を お こな う。

汎 用 グ ラフ ィ ック言 語 は,汎 用 ソ フ トウエ ア の 最 もオ ー ソ ドック ス な ア プ ロ ー チ で あ り,前 述 の

汎 用 の3つ の ポ イ ン トお よ び既 存 の 共 通 言 語 との関 連 に つ い て も十 分 考 慮 し て設 計 し た。

こ こで 述 べ る汎用 グ ラフ ィ ック言 語UNGL(UniversalGraphicLanguage)の 言 語 仕 様 は 当 財

団 で開 発 中 の もの で あ る。

倉

1.UNGLの 概要

UNGL(UniversalGraphicLanguage)は,グ ラフ

ィック ・オペレーテ ィングシステム(CGOS)の 下 で開発

を進 めている汎用 グラフィ ック言語で ある。UNGLは

FORTRANを ベ ーース言語 とするプ リプロセ ッサ形 式の

言語で,FORTRANに 次 の様な面 で機能的拡張 を加 え

た もので ある。

グ ラフ ィック ・デー タの導入 とそれに関 す る処 理 機

能,グ ラフ ィック入出力機能,割 り込 み処理 に関 する機

能,汎 用 デー タ ・ス トラクチ ャへの アクセスの手段。

また設 計にあた って特 に留意 した事は次の様 な点 であ

った。

①汎用性

特定の アプ リケーシ 。ン向 きの言語でな く,な るべ く

広範 囲の アプ リケーシ ョン ・プ ログ ラムが実現で きる様

な言語で あることが望ましい。

② グラフ ィック ・システ ムの持 つ機能が十分発揮 で き

ること。

③ マシン ・インディペンデ ン トで あること。

グ ラフ ィックスのハー ドウェア,ソ フ トウ ェアが まだ

流動 的である ことを考 える と,な かなか設 定しに くい目

標であ る。少 くとも特定のハー ドウェア,ソ フ トウ ェア

の存在 を前提 とす るよ うな機 能は とり入れ る べ き で な

い。 ごく一般的なグ ラフィック ・システムで実現で きる

様 な言語 であることが望ましい。

④ ハイレベルで あること。

グラフィック言語 においては特に,図 形 デー タ,関 連

デー タ,割 り込 み処理等,一 般の プログ ラ ミング言語 か

らみ ると,新 しい概念 を必要 とす る ものが多 く,そ の扱

い も複雑 である。使い易 さを前提 とす るには,こ れ らの

扱いに関する概念 を明確 にし,適 当な表現形式 を考 える
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必要が ある。

UNGLの これ らに対 する 扱 いに関 して,特 徴的な点

を以下に記す。

a)図 形 データの扱 いに関 して

① 図形 デー タの概念 が明確 である。

図形 デー タを表現 す るデー タ ・タイプ として新 たに4

つ のデー タ ・タイプ,イ メージ,イ メージ ・データ,図

形変換 マ トリックスすなわ ち論理化 因子が設 け られてい

る。 これ らは いずれ も図形 に関係す る量 を表現 し,そ の

概念上の区別 も明確で ある。

②3次 元図形の扱いが可能で ある。

3次 元 イメージに よる3次 元図形 の扱い も可 能 で あ

る。

③ 図形操 作が容易で ある。

図形操 作 を表わすい くつかのオペ レー タがあ り,プ ロ

グラム上で 自由に図形操 作を表現 で きる。

④表現形式が優れてい る。

複雑な図形 も,イ メージ ・エ クスプレシ ョンの申に端

的に表現 され る。

⑤画面管理の機能が ある。

画面は フレー ムとい う単位 で管理 され,保 存 してお く

ことがで きる。

⑥各種の画面操 作が可能 である。

フレー ムに出力 された図形 に対 して,各 種 の操作 を加

える ことがで きる。

b)割 り込み処理に関して

① プログラム ・ステー トの概念 で取 り扱 うことが で き

る。

割 り込み処理過程をプ ログ ラム ・ステー トの遷移 とい

う形式で表現す ることがで きる。 また従来の ステー ト・

ダイ ヤグ ラム ・アプローチではプ ログラム ・ステー トが

スタティ ックに定義 され るのに対 し,UNGLで は これ

を動的に再 定義 す ることも可 能である。 またシステムの

保 有す る状 態をステー ト0と して扱 うことによ り,従 来

のON文 に よる割 り込 み処理 の概念 もその まま通用す る

形 にな ってい る。

②非同期処理 が可能 であ る。

リエン トラン ト構造 を備 えた割 り込み処 理ルーチ ンに

対 して非同期処理が認 め られ る。

C)デ ータ ・ス トラクチ ャ操作 に関 して

①LEAPタ イ プの連 想記憶機構へ のア クセスが可能で

あ る。

② 論理化 因子 に より,図 形構造 と問題用 データ構造の

関連がつ け られ る様にな ってい る。

2.UNGLの 機能

A図 形 デ ータの扱 いに関す る機能

UNGLが 扱 うグ ラフィック ・デ一一タには4つ の デー タ

・タイプすなわちイ メージ
,イ メージ ・デー タ,図 形 変

換 マ トリックス,論 理化因子が ある。また これ らのグ ラ

フィック ・デー タ間に適用 され るい くつかのグ ラフィッ

ク ・オペレータが あ り,図 形操 作,図 形 の構造化 はグ ラ

フ ィック ・データ,グ ラフ ィック ・オペ レー タに よるイ

メージ ・エ クスプレシ ョン として表現 され る。

以下 に,こ れ らの関係について概 略を述べ る。

a)グ ラフ ィック ・デー タ

イ メージは構造化の対象 とな る図形 要素(図 形 のま と

ま り)を 表わす。 イメー ジの実体は次に述べ るイ メージ

・デー タに よって定義 され るが ,こ れを既 に定義 されて

い る他のイ メージを引用 して,階 層 的に記述 する ことも

で きる。 しか しユーザーは特 に階層構造 を意識す る必要

はない。後述す るイ メージ ・エ クスプレシ ョンの 中に,

暗 に この様な構造が存在 す るわけである。 この様 にイ メ

ージはサブ ピクチ ャとか図形 モデル と呼 ばれ る ものに近

い概念 を表 わす。 またイ メージたは2次 元図形 を表わす

2次 元 イ メージ と,3次 元図形 を表わす3次 元イ メージ

が ある。

イ メージ ・データは2つ の グ ラフ ィック ・フ ァンクシ

。ンLINE,TEXTに よ り定義 され,・fメ ■一白ージに蓄 え

られ る実際 の図形 データを表現 する。

図形変換 マ トリックスは イメー ジに対 して各種の図形

変換 を行な う時に,そ の変換量を表わす図形 デー タとし

て使用 され る。 これには次の3種 類のマ トリックスがあ

る。

①座 標変換マ トリックス:図 形 の回転,移 動,ス ケー

リングに必要な情 報を蓄 えてい る。

②透視変換マ トリックス:3次 元図形 を平面に透 視投

象す る時に必要な情 報を蓄えてい る。
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③平行投影 マ トリックス:3次 元図形 を平面 に平 行投

影す る時に必要な情 報 を蓄 えてい る。

論理化因子は イメージ(イ メージ ・エ クスプレシ ョン)

に付加 され,図 形の論理的な ま とま りを指示 した り,そ

の他の図形 的特質(輝 度な ど)を 与 える。

b)イ メージ ・エ クスプ レシ ョン

これ らのグ ラフ ィック ・デー タ間で定義 され るグラフ

ィック ・オペ レー タとして,次 の6種 のオペレータが あ

る。

D+

②<=

③.TRS.

④,1)ERS.

⑤.ORTH,

⑥1

併合操作を表わす。

代入操作を表わす。

変換操作(回 転,移 動,ス ケーリング)

を表わす。

変換操作(透 視投象)を 表わす。

変換操作(平 行投影)を 表わす。

論理的な グル ー ピング操作 を表 わす。

イ メージは単 にイ メージ ・デー タに よって定義 され る

だ けでな く,他 のイ メージ を図形 モデル として引用 しナこ

り,こ れ に適 当な操作 を加 えた もの を引用 した りしなが

ら,次 々に複雑な イメージを定義 してい くこ と が で き

る。 この様 なグ ラフ ィック ・デー タとグ ラフ ィック ・オ

ペレー タによ るイ メージの表現形式をイ メージ ・エ クス

プ レシ ョンと呼ぶ。

B図 形入 出力に関す る機能

a)フ レー ムの概念

イ メージが図形 として出力 され る媒体をフレー ムと呼

ぶ。 フレー ムは0～nで 表 わされ る識別名を持 ち,各 々

CRT1画 面 に相当す る表示 データを蓄 え て い る。一

揖,イ メージが フレー ムに出力 され ると,フ レー ム上の

図形 データは論理化因子で指定 されたま とま りで管理 さ

れ る表示 データ ・リス トに変換 され,イ メー ジ構造は失

われ る。 従 って フレー ム上の図形 を識別す るには,論 理

化 因子 で与 えた論理名を用いな くてはな らない。論理名

で識別 され る図形の まとま りをエ ンテ ィテ ィと呼ぶ。

フレーム0は デ ィスプレイ ・フ ァイルその もの に相 当

す る。 即 ちフレーム0に 出力す ることは画面表示す るこ

とであ る。一方,フ レー ム1～nは 表示 されない画面

で,具 体的 には ス トレー ジ ・デバイスへ の出力 を意味す

る。 フレーム1～nに 為 された出力はパーマネン トな も

ので あ り,必 要な時点 まで残 してお くことがで きる。

d)グ ラフ ィック入出力

図形出力は 「あるイ メー ジを,あ るフレー ムに出力 す

る」 とい う形式で行われ る。 この時 イメージの座標系 と

フレームの座標系の関係 を与 える情報を指示す ることが

で きる様 にな って いる(ウ イ ン ドイ ング ・オプシ ョン)。

またフレームに出力 され た図形に対 して,こ れをエ ン

テ ィテ ィ単位 で修正 を加 える ことがで きる。具体的な修

正動作 として,置 換,削 除,制 御情報の変更等 が ある。

その他特殊な機能 として アニ メーシ 。ン機能が ある。

C割 り込み処理 に関する機能

UNGLで は次の2つ の形 式で割 り込 み処理過程 を表現

する ことが可能で ある。

①ON文 に よ り,直 接 システ ムに割 り込み動作 に関 す

る指示 を与 える。

② あ らか じめプ ログ ラム ・ステー トを定義 してお き,

プ ログ ラム ・ステー トの遷 移 とい う形式 で これを表

現す る。

特 に,後 者は複雑な割 り込み処 理過程 を表 現 す る 時

に,そ の流れ をマ クロに把握 で きる とい う意味で優 れた

表現形式 を与 えるだろ う。

a)プ ログ ラム ・ステー ト

割 り込 み制御表 の内容 によ って性格づ け られ るプログ

ラムの状 態を,UNGLで は プ ログ ラム ・ステー トと呼

ぶ。 プログ ラム ・ステー トはユーザーに よって定義 され

その遷移の コン トロールを受け る。 ユーザー ・プ ログラ

ムが イニシエー トされた時,プ ログラム・ステー トは 「状

態0」 にある とい う。 「状態0」 は システ ムが定義す る

プ ログ ラム ・ステー トで,そ の初期状態 においてあ らゆ

る割 り込 み要 因に対 してDisableの 状 態 にある。 プ ロ

グ ラム ・ステー トは実行に先だ ってシステ ムに通 知 され

るが,実 行時にその 内容 を変更す ることも可能 である。

前述 した①の形式は 「状態0」 を動的に再定義す る とい

う形式で実現 される ことにな る。

b)割 り込 みの処理形式

割 り込 みは,CRTを 介 したユーザー ・インタ ラクシ

ョンに より非同期 に発生す る。UNGLで は,こ の様に し

一24一
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て発生する割 り込みを,次 の2つ の処理形式で扱 うこと

ができる。

①非同期処理

ユーザ ・プログラムを非割 り込み状態で走っている時

に,非 同期に発生する割 り込みを処理する。 この時割 り

込み制御の仕方は,そ の時のプログラム ・ステー トに従

う。また制御が渡 される割 り込み処理ルーチンはリエン

トラン ト構造を備えていなくてはならない。

②同期処理

割 り込みが発生するまでプログラムをWAIT状 態に

お き,こ の状態で発生する割 り込みを処理する。 これに

は,割 り込みが発生した時にプログラム・ステー トに従

ってこれを制御する形式 と,WAIT状 態に入る時に,

受け付 け可能な割 り込み要因を指定する形式の2つ の形

式がある。後者の場合は,割 り込みが発生するとその要

因が通知され直 ちに制御が もどされるか ら,そ の後の割

り込み処理はユーザが管理しな くてはな らない。

Dデ ータ ・ス トラクチャ操作に関する機能

関連データの扱いに関しては,特 に一般性を考慮して

LEAPタ イプの連想記憶機構を採用している。言語機能

もSETに 関する機能が若干強化されていることを除い

て,大 体LEAPに 準 じている。

ぐ

一

一

～

〈
多
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a)関 連 表現 について

関連 を表現 してい く上で基本 とな るデー タ ・タイプに

アイテ ムとセ ッ トが ある。

アイテムは,関 連づ けの対象 とな る最 も基 本的なデー

タ ・タ・fプである。 アイテム間の関係は3つ 組(オ ーダ

ー ド・トリプル)を 単位 にして表現 され ,連 想記憶 に記

憶 された3つ 組 に対 しては次 の7つ の形式の質問が可能

で ある。(SAFと 呼 ばれ る)

A・O≡V,A・0≡?,A・?≡V

?・0≡V,A・ ～iii?,?・?≡V

?・O≡?

これは3つ 組の順 序性 を考慮 したすべ ての質 問形式 を

つ くしてい る。 いいかえ るな らば連想 記憶 に表現 され た

3つ 組の関係は,構 成要 素の どれを手 がか りにして も見

出 し得 るとい うことがで きる。 この様 に,関 連 表現 にお

い て優れた力を持 ってい るとい うことが,連 想記憶 にお

ける一つの特徴で あるが,さ らに重要な ことはその記憶

機構に対 してユーザーは全 く気を配 る必要 がな い とい う

ことで ある。例 えば従来の リング構造 においては,一 般

に 「どの アイテムを どの アイ テムの どの リングの何番 目

に挿入す る」 とい う様な,内 部構造を意識 しナこ関連 の表

現形式 が必要 とされ たが,連 想記憶機 構では単 に関連の

本質的な部分 を述べれば十分で ある。

,∨ 》～ ～(ハ ♂ ∨ 〉 ・一－vvkJIPDECREPORT(英 文)の 発 行 －tvv-＼ ～ 〉)A-"v-N'

当財 団では,情 報処理に関す海外との情報交換および,わ が国の情報処理の実情を

海外に紹介するためJIPDECREPORT(英 文)を 次により発行した。

No.11(3月 発 行)

1.文 部 省に よる情報処理教育 に関す る勧告

2.日 本 にお けるデー タ通信の実態 と動向

3.鉄 鋼業にお けるコンピュー タ利用

資料:コ ン ピュータ ・ユーザーのための優遇

税制度

No.12(5月 発 行)

1.電 子 計算機利用高度化計画

2

3

4.

昭和47年 度情報処理振興施策概要

ソフ トウェアの価格決定方式に関する調

査

情報処理振興事業協会による第4回 特定

プログラムの委託発注

資料:昭 和46年9月 末 に11,237台 の コン ピュ

ータが稼 動

1

z.～______一_一__.、_一__________一___一 ～ 一__一 ノ
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工業立地 に関す る適地 ・適業

紹介 システムの開発

このシステムは昭和44年 度より通商産業省で実施している 「工業立地適正化等調査」の

一環 としてとりあげられた 「工業立地に関する適地 ・適業紹介システムの開発」について

受託開発したものである。

1.は じめ に

各地域における産業関連施設等基盤整備の進展に伴 っ

て,近 年,企 業の全国的な地方進出が活発化 して い る

が,こ れに対応して工場適地の紹介件数 も増大の傾向を

示している。今後,地 域開発との関連から適地紹介もま

すます増加することが予想されるため,従 来の人手によ

る面接指導方法をコンピュータの導入による機械処理に

改善し,省 力化への移行とともに合理化を促進しなけれ

ばならない。

特に,最 近では各種の制約要因により,立 地条件が多

種多様であることか ら,企 業側の希望条件を十分満たし

得 る適地の選択を行い,適 格な情報を提供す る と と も

に,企 業に対 してだけでな く,地 方公共団体に対して も

企業誘致計画に適合する企業の紹介を行 うためのシステ

ムを開発する必要がある。

そこで,こ のシステムは地方公共団体に対して工場適

地調査法に基づ く,工 場適地を中心 とした企業誘致計画

の収集を行う一方,企 業に対しても用地取得計画調査を

実施して資料を収集し,両 者の資料をNEAC2200モ デ

ル500を 用いて処理することにより,相 互に適地,適 業

情報として紹介しようとするものである。

2.概 要

このシステムは地方公共団体および企業に 対 し て調

査 ・収集した企業誘致計画,用 地取得計画を入力資料と

してデータ・ファイルを作成し,こ のプアイルに含まれ

る全企業,全 工場団地について,そ れぞれの計画に適合

する情報を抽出して出力するものであり,そ の処理過程

の概略は図7の 通 りである。

このシステムは処理上次の3つ の部分に分割して作ら

れている。

Aデ ータ ・ファイル作成部

調査 ・収集された計画資料をカー ドを媒体 として入力

し,デ ータに関する種々のエラー ・チェックを行ったの

ち,各 企業あるいは各工場団地のデータをレコー ドとす

るデータ・ファイルを磁気テープ上に作 りだす部分であ

る。 ここで作られるファイルは企業の用地取得計画をデ

ータとして作 られる企業側データ ・ファイルと企業誘致

計画をデータとして作 られる工場団地側データ ・ファイ

ルの2種 類がある。

B適 合評価部

このシステムの中核に位置する処理であり,各 企業の

立地条件 と各工場団地の企業誘致計画の適合性を評価す

る部分である。

ここでは磁気テープ上に作 られた工場団地側データ・

ファイルを磁気ディスク上にローディングするとともに

企業側のデータが指定してきた地域に属する団地データ

がディスク上の工場団地側データ ・ファイル中のどこか

ら始まって,何 レコー ドあるかを即座に知るためのディ

レク トリー ・ファイルを作って処理効率を上げるための

準備をする。

また,適 合性を評価するための照合項 目には3つ のレ

ベルの重みを持たせている。

レベルA:絶 対条件項目

レベルB:評 価条件項 目

レベルC:無 指定項目

レベルAは 必ず満足 されなければならない条件項目で

一26－
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あり,こ れに属する項目について工場団

地側データと企業側データの間に食いち

がいの生 じた場合は不適合とみなす。 レ

ベルAに 属する項目には,シ ステムであ

らか じめ与えられた特殊項目(地 域指定

など)の 外に,個 々の企業がその工場立

地の特性を生かすべ く指定した任意の項

目がある。

レベルBは 比較評価の対象となる項目

であり,0か ら8ま での重みを もつ。こ

の重みづけは各企業が自分の立地志望の

特性に応 じて任意に行 うものとする。

レベルCは 欠損 もしくは無指定で照合

不可能な項目である。

企業データと団地データの適合性はレ

ベルAの 項目全てを満足 した場合に次の

式で算出される評価点Vで 決定され,紹

介情報 としてはあらかじめ入力されてい

る基準点以上の評価点をもつ情報が採用

される。

V=Σbj×100Σ万

万:企 業側が指定した項 目の重み

万:適 合しナこ項目の重み

C情 報の出力部

図7処 理過程

エ フ ーー

リ ス ト

適合評価部で作成 された出力情報ファ・fルを整 理 し

て,適 地紹介情報および適業紹介情報を出力する部分で

ある。

3.調 査 資 料

現在実施されている工場適地紹介業務に用いられる資

料は全国で約3,000地 点の工場団地について収集された

ものであり,一 地点に関する量がかな り多いことと,図

面や文章による説明等のためそのままを機械処理に移行

するには困難な部分が多すぎる。しか も,こ のシステム

では企業および地方公共団体への相互紹介を行 うことか

ら,両 者の資料が対応づけられていなければ適合判断を

行 うことが難かしくなる。そこで,従 来から収集されて

いる工場適地調査資料を中心にコー ド化,数 量化を行 う

タ

曳
↑
乍

テ

川

∬

イ

也

.

～

.,

W

ノ

フ ア イ ル

ロ 〉　フ'"ン グ

週 地 紹 介

1't'j報

適 業紹 介

1「`1報

‖

タ

f

地

・

ソ

団

デ

ブ

タ

文

・

し

誕

イ

業

ア

企

フ

企 業 データ

＼.
↑ll

適地紹介/
情 報llB/J

適業紹介
情報出ノJ

と共に調査 ・収集が比較的容易であ り,且 つ,企 業誘致

計画,用 地取得計画資料として扱い得る最小限の資料に

ついて検討した。 これ らの資料は主 として工場適地調査

資料の うちC調 査資料(工 場団地)を 中心 とし,そ れぞ

れA調 査資料(地 域),B調 査資料(地 区)の 中から補

充したものであり,約3,000地 点の工場団地,約6,000の

企業に対して調査 ・収集が予定されている。

これ らの調査内容は次の通 りである。

A工 場団地に関する調査項目

ω 工場団地の概要

団地名,所 在地,連 絡先,団 地の形状,面 積,価 格等

11項 目

(2}用 水 ・

淡水の取水可能量,海 水使用の可否

(3)電 力

一27一
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電圧,電 力,変 電所または引込線への距離

(4}運 輸 ・通信

国道,県 道,イ ンタ・一ー一・チェンジへの距離等8項 目

㈲ 労働力

市町村の人日,中 高新規学卒中就業者の総数等6項 「1

⑥ 地域指定

地域開発法の指定,都 市計画法の用途

{7)希 望企業

資本金,敷 地面積,入 居不適格業種,地 場雇用数

B企 業に関する調査内容

ω 企業の概要

企業名,連 絡先,土 地の形状,立 地地点,購 入価格,

土地取得時期等11項 目

{2)用 水

海水使用の有無,淡 水使用量

㈲ 電 力

電圧,電 力,変 電所または引込線か らの距離

(4}運 輸 ・通信

国道,県 道,イ ンター ・チエンジへの距離等8項 目

㈲ 労働力

市町村の人口,新 規学卒者の就職者数等6項 目

⑥ 地域指定

地域開発法の指定,都 市計画法の用途

(7)当 該企業

地場雇用数,主 要生産品,資 本金

4.出 力 情 報

出力情報は可能な限 り十分な要素を含み,か つ,そ れ

らの情報がわか りやすい形式で出力 される必要がある。

そのためには団地又は企業名や連絡先だけでな く,適 合

判断に用い られた種々の要素を出力することが 望 ま し

い。しかし,こ のシステムで取 り扱 う照合項 目は予想外

に多 く,し か も,デ ータ・ファイルを構成する全企業,

全工場団地に関する全ての照合が終了してから一括 して

出力 されるため,一 団地文は一企業に関する出力情報の

多寡が処理時間に大 きく影響し,事 実上機械処理が不可

能 となりかねない。

そこで,一 団地文は一企業に関する出力情報を必要最

少限 と思われるごく基本的な要素にとどめ,し か も,適

合しナこものの中から評価点の上位10ヵ 所(ナこだし,適 業

情報については20ヵ所)に ついて出力することとした。

また残 りについては30ヵ所についてのみ参考情報 として

団地あるいは企業コー ドと評価点だけを出力することと

した。したがって,適 地,適 業紹介情報 として出力する

資料は次の通 りである。

A適 地紹介情報

。団地コー ド

。適合評価点

。団地名

。団地所在地

。地方公共団体電話番号

。電話連絡先種別コー ド

B適 業紹介情報

。企業コー ド

。適合評価点

。主要生産品コー ド

。企業名

。連絡先

。連絡先電話番号

◆
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中小企業向け標準管理システムの開発

この標準管理システムは,中 小企業庁からの受託によるもので,昭 和45年 度 は繊維卸売

業向け標準販売管理システムの1業 種を開発 し,昭 和46年 度 は機械加工組立工業向け標準

生産管理システムおよび生産財販売業における販売管理システムの2業 種について開発し

た 。
ぜ

この標準販売管理システムはいわゆる販売管理業務に
1.標 準 管理 シ ステム につ いて 在庫管

理業務を加味したものである。標準販売管理シス

最近は情報化社会への指向 とあいまって,情 報処理分 テムの開発に当っては,各 種生産財販売業の中か ら塗料

野の拡大 とともにその高度化の方向が検討 され,大 きな 販売業をモデルとしテこ。 この業界に特有な業務 として調

発展期を迎えている。 色(注)と 呼ばれる業務があるが,当 販売管理システムは

社会,経 済の発展にともない,各種情報の蓄積,加工,こ の調色に関する機能も含んでいる。

供給 を有機的かつ効果的に行な う方法 として,特 に コン(注)調 色とは,数 種類の異った色の塗料を混合することに

ピュ一夕による情報処理の役割 りの重 要性が認識 されて よって・販売店が需要家の要望に合っナこ色を作り出すこと

い る。 を い う。

しかしなが ら,コ ン ピュー タの利用面においていまだ

多 くの問題が残 されてお り,こ の問題の解決は早急に行Bシ ステムの基本構想

な う必要がある。 標準システムの構想 としては次の3つ の点を基本 とし

特に中小企業においては,労 働力の逼迫,人 件費の高 設計した。

騰等,厳 しい社会情勢の中で,資 金,人 材不足のため利 ω 企業規模の大小,事 務量の多少に関係なく利用可能

用面において,取 り残 されている状態で あ り,経 営管理 で ある こと。

の面で,大 企業 との格差 は,増 々拡大 しつつ ある。(2}必 要 なサ ブシステム,ル ー チンを選出 し組 み合 わせ

この中小企業向け標準管理システムは,中 小企業の対 て使用することによりシステムに融通性を持たせるこ

象業務を販売形態または生産形態により類型化し㌧ それ と。

それの分野における最 も典型的なシステムの一例として{3)各 サブシステムは単独利用可能であると同時に トー

とりま とめた もので ある。 コンピュータの導入 を予定 し タル ・シス テム として も使 用で きること

ている各企業は,標 準管理システムを参照することによ また,運 用面か ら次の2つ の点を考慮し設計した。

り,現 状調査,シ ステム設計,プ ログ ラム設計 などにつ ω コン ピュー タ要員の教育,費 用等 の面 か ら中型機 に

いやす多くの労力を削減することができる。 よる計算センターの利用を想定している。

② 一括処理方式によるデータ処理に重点をおき事務作2
.生 産財販売業向け標準販売管理システム

業部門の省力化,合 理化をはかる。

Aは じめ に 標準システムの構成は図8に 示す とお りである。
、
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図8標 準システムの管理事務別サブシステム

C販 売管理システムの概要.

標 準 システ ムを処理 サイ クルか らみる と図9の よ うな

各ルーチ ンに分 けられ る。

図9標 準システムのルーチン別処理形態

刊1準システム
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この よ うに標準 システムは管理面か らサブシステム,

運 営面か らル ーチン として とらえることがで きる。サ ブ

システ ムとル一一チンの関連 を示す と表5の と お りで あ

る。

各 サブシステムは,す べ て対等の位置にあ り処理形態,

管理形態 によ って各 サブシステム間の関連性 が 変 化 す

る。 とくに処理形態については,コ ン ピュー タの効率的

利用 の点 か らみた時,必 ず しも管理 サブ システム別の処

理に とどま らず関連 サブ システムに影響 を及 ぼすので,

処理 ルーチン とい った形で とらえている。 この処理ル ー

チンは ひとつのサブシステムのみに属す るもの もある反

面,複 数のサブシステ ムに属す る もの もあるが,処 理 ル

ーチン別には単独 の処理が行な われてい る。
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Dコ ンピュータの規模等について

機器構成は中央処理装置32KB,磁 気テープ4台,磁

気ディスク2台,カ ー ド・リーダ1台,ラ ・イン ・プリン

タ1台,操 作卓1台 である。

入力媒体は標準化の見地か ら現在通商産業省が中心 と

なって取引伝票の統一化が推進されているのでこの統一

伝票をベースとし,カ ー ド形式で売上,発 注,単 価 訂

正,調 色,入 出金,手 形等に分かれその各々はコー ドで

区別 される。

マスター ・ファイル としては商品,担 当者,取 引先,

倉庫,手 形,試 算マスターの6つ をディスク中に もちデ

ータの追加,削 除,更 新を行なう場合に処理効率を高め

るために順処理,乱 処理のいずれもが簡単にできる索引

順編成ファイルを使用している。

出力帳票は,第1段 階として事務作業部門のデータの

処理を中心にし管理資料は数種類にとどめた。なお帳票

を有効に使用するため出力形成のほぼ同じものについて

は帳票を共用することにしている。 さらにプリン ト専用

プログラムにより各ルーチンではプリント・・fメージを

磁気テープに作成して,再 プリントのためのデータの保

存を容易にしてある。帳票は5つ のサブシステムに関し

て管理種別(取 引先別,商 品別,倉 庫別,担 当者別等)

を指定することによ り任意に作成することがで きる。従

って利用する企業にあっては自社の必要とする部分の帳

票を無駄なく選択することがで きる。:・ 一
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3.機 械 加工 組立工 業 向 け標準生 産 管理

シ ステム

Aは じ め に

当標準生産管理システムは,モ デルとして機械加工組

立工業の うち,木 工機械製造業を選定している。しかし

なが ら,木 工機械製造業以外の業種であっても,部 品を

加工し,製 品に組み立てる個別生産またはロット生産を

行なっている会社であれば幅広 く適用するこ とが で き

る。

木工機械製造業には,次 のような外部環境の急速な変

化があらわれて きている。

a)製 品の多様化

消費者指向経済の発展により,製 品の多様化が必要に

なって きた。

テーブルや椅子を見ても,従 来の画一的な形態か ら消

費者の好みにより,様 々な木工製品が作 られるようにな

り,そ れにともない,そ れ らの木工製品を加工する木工

機械 も多種多様なものが必要になってきた。

b)労 働力の不足

機械加工組立工業は労働集約的産業である。間接人員

の減少を図るとともにNC工 作機械等の採用を図るなど

省力化対策が経営政策上必要 と思われる。

c)個 人技術への依存度が高い

昔の職人的技術は今でもなお尊重すべ きことではある

が,経 済発展のテンポが早いため,必 要な技術を持 った

人の確保が間に合わない。担当者の経験やカンを尊重 し

つつも,科 学的データの積み重ねによる方式に変えてゆ

かねばならない。

図10情 報化とその問題点

製 品 の 多 様 化

労 働 力 の 不 足 [⇒1・ ・テ・・1

個 入技術への依存度

Bシ ステムの基本構想

い うまでもな くコンピュータはれわれわにとって有力

な道具であり,そ の使い方によって役に立つ場合 もそう

でない場合 もある。特に大切なことは,人 間の処理 と道

具 としての コン ピュー タの担 当すべ き分野の分 け方に あ

る。 コン ピュー タに創造的な仕 事をや らせ て もなに もで

きない し,ま た,人 間に単純 ・大 量なデー タを処理 をや

らせ て も誤 りばか り多 く,あ ま り効率 の良 いや り方 とは

い えな い。

コン ピュータ・システムの設計 にお いて大 切な ことは,

コ ン ピュータの もってい る

(1)高 速 演算能力

② 高速印刷能力

㈲ 分類 ・転記能力

の機能 と,人 間の もってい る

{1)判 断 能力

(2}創 造 能力

をいか に有効に結 びつ けるかで ある。

そ こで,シ ステムの基 本構想 として次の3つ の 目的 を

あげてい る。

a)生 産 管理 に必要 な基礎 データを整理 し集 積 す る こ

と。

b)集 積 した基礎 データを活用 し,計 画お よび手配の 自

動化 を図 るこ と。

c)人 間の判 断に役立 つ基礎 デー タの提供 を図 る こと。

この3つ の目的 は何 も目新 しい ものではない。 しかし

な が ら,コ ン ピュータの導入の初期においては,い たず

らに高度な管理資料 を求めた りせずに,地 道 にシステム

化 を進 めね ばな らない。

C生 産管理システムの概要

機械加工組立工業における事務分析フロー チ ャー ト

は,33頁 のようになる。

生産管理システムは,つ ぎにのべる生産管理の諸機能

をコンピュータ化している。

以下,引 き合いから製品の納入までの概略 を 説 明 す

る。

通常顧客か らの引 き合いは,製 品の仕様書または照会

状などの形式で営業部門にくる。営業部門では,設 計部

門,生 産管理部門および外注 ・購買部門 と製品の仕様に

ついての打 ち合わせを行ない,納 期の検討および原価の

予測を行な う。

受注が確立すると設計部門は,製 品の構成部品,部 品

一31一
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の製造工程な ど細かく検討して,必 要な原材料,加 工機

械と標準時間などを決め,材 料要求表,外 注 ・購買依頼

表,工 程分析表などを作る。

材料要求表は生産管理部門の倉庫課に送 られ,部 品の

引 き当ておよび原材料の払出しなどが行なわれる。

外注 ・購買依頼表は外注 ・購買部門 に送 られ,発 注

先,単 価,納 期などの注文要領を決定し,注 文書 として

下請工場または部品メーカーへ送る。納期にな り外注 ・

購買部品が納入されると,外 注 ・購買部門で数量な どの

検収を行なったのち,在 庫管理部門をへて現場に払出さ

れる。

工程分析表は,生 産管理部門工程管理課へ送 られて,

日程計画の作成および作業伝票の起票に用い られる。

作業伝票は,製 造部門の各工事担当課に送 られ,現 場

で部品加工や組立仕上げな どの工事が行なわれる。作業

が終 ると,作 業時間,使 用機械,担 当作業員,完 成個数

などの作業実績が作業伝票に記入 され,生 産管理部門の

工程管理課に もどす。工程管理課では,消 化工数の記入

と日程の消し込みを行ない,か かっナこ時間,使 った原材

料,部 品などを営業部門に送付する。

製品が完成すると,生 産管理部門の検査課が完成検査

を行ない,受 注先へ出荷する。

以上の流れは,主 に個別受注生産に関するものである

が,見 込生産の場合は,引 き合い段階を除けばよい。

Dコ ンピュータの規模等について

生産管理システムの設計を行なううえで必要なコンピ

ュータの規模 としては,国 産小型機程度の単独導入を主

に想定している。 しかしながら,外 部の計算センター等

を利用することも可能である。

単独導入を想定しナこ理由は,

(1}生 産管理 とい う製造会社の主要業務である。

(2}処 理サイクルが短かいため,外 部の計算 センターよ

り内部の方が好ましい。

などによるものである。図11は,当 システムに必要な最

少必要構成 とできれば将来増設したい装置である。

ひ

図11コ ン ピュ 一口タの 最 小 構 成
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機械工業における制御情報システム

当財団では,昭 和43年 度以来,コ ンピュータの有効利用と合理的な経営情報システムを

確立するという観点か ら,各 種企業における経営の組織活動等を調査,検 討しながら,経

営情報システムのあり方を明確にするtめ の研究を実施してきた。その成果 を,43-SOO4

「経営情報システムの理論とサブシステム」,44-SOO3「 中堅企業のMIS構 造」,45-

SOO4「 機械工業の 生産情報システムにおける意思決定機構の解析」と題する一連の報告

書にとりまとめている。昭和46年 度には,こ の研究活動の一環として,生 産企業における

経営のための計画機能と,生 産のための実施機能をループ状に連系した情報処理 システム

を,理 論,模 擬実験の両面か ら考察した。
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1.経 営 情報システムの新段階

経営情報 システ人(MIS:ManagementInforma-

tionSystem)と は,当 初,経 営者が経営のための関連

情報 を,必 要な時に利 用 して意 思決 定に役立 てる もの と

∵般的に考 え られ,こ の考 え方に基 づいて,ト ップ ・マ

ネジメン トのための情報 システムを,合 理的 に設計 し,

利 用 しよ うとして きた。

しか し,最 近では,MISの 概 念 が拡張 され,単 に,

トップ ・マ ネジ メン トのためだけでな く,企 業の あ らゆ

る管理 レベルにおいて,そ れぞれの業務 を遂 行す るのに

必要な情報 を,タ イ ム リに利用で きるシステ ムでな けれ

ばな らぬ と考 え られ るよ うにな って きた。 そのために,

情 報 システムは,ト ップ ・マネジ メン トだ けの ときよ り

も格段 と大 きな規模 とな り,処 理 も複雑にな って くる。

それに加 えて,企 業活動 によ り生 じる情報量が非常に増

え る傾 向に あることか ら,セ ン トラル ・デー タ ・ベース

の規模 は増大 の一途 をた どり,大 形 コン ピュー タを利用

して情報 を処理 する必要性が ます ます強 くな ってた き。

この ような背景か ら,情 報 システムの あ り方 とい うも

のを,再 度検 討する必然性が生れて きたのである。

これまでのMISの 概 念に基 づ くシステム構成 では大

きな セン トラル ・デー タ ・ベースを もち,大 形 コン ピュ

ータで処理 しな ければな らない ことが ,大 きな欠点にみ

えるが,そ の要因は,ト ップ ・マネジメン トのた めの情

報 システムに,オ ペ レーシ 。ナルな レベルで利用す る情

報 までゑ 全部集中管理 させてしまお うとす るか らで あ

る。 この よ うにする と,ト ップ ・マネジメン トに とって

は,デ ー タ ・ベースが大 きくな ったか らとい って,利 用

すべ きデー タが それほ ど増 えるわけではないか ら,大 形

コンピュー タを使用 する利点 を感 じな いばか りでな く,

む しろ,不 必 要なデー タをかかえ込 む とい う不便 さを痛

感 す ることにな って くる。

一方 ,オ ペレーシ 。ナル ・レベ ルの管理者 に と っ て

も,た だ単 に フ ァ・fルの重複 を さける とい う理 由か ら,

トップ ・マ ネジ メン トのための情報 システムに,原 始 デ

ー タを送 り込 まねば利用 で きない とい うの では不便 であ

る。

この よ うに,セ ン トラル ・データ ・ベー スを もつ,中

央集中処理 方式 の情報 システムは,ト ップ ・マ ネジ メン

トか らも,オ ペレーシ ョナル ・レベルの管理者か ら も,

不 合理 であ ると考 え られが ちである。

しかし,オ ペレーシ ョナル ・レベルでは,業 務 の遂 行

に応 じて,上 位 のレベルに経営のための情報 を送 り,同

時に下位 のレベルに仕事のための指示 を流 す もの でな け

ればな らな い。

つま り経営の ための情報 システムは,ト ップ ・マネジ

メン トが,オ ペ レー シ ョナル ・レベ ルの管理 者 に 情 報

の提供 を求 め,意 思決 定を行ない,そ の結果 を指示す る

とい う情報の流れ と,オ ペレーシ ョナル ・レペノゾの管理

者が,下 位 レベルのデー タに基づ いて意思決 定 を 行 な

い,そ の処理を トップ ・マネジ メン トに報告 して,そ の

後に続 く処理に対 しての判 断をあお ぐとい う情報の流れ
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図12ト ー タ ルMISの 概 念 図
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が必要 であ る。 ここでは前者 を,経 営情報 システム とい

い,後 者 を,制 御情報 システム(CIS:ControlInfor-

mationSystem)と 呼 んでい る。

経営 情報 システムに も,制 御情報 システ ムに も,Plan

-Do-Seeの ル ー プが存在 す る。前者の サイクル ・タイ

ムは,年 ・月 ・日とい った比較的長い ものであ るのに対

して,後 者のサイ クル ・タイ ムは,時 ・分 ・秒 とい った

短かい もの とな る。

この よ うな,異 な るサイ クル ・タイ ムを もつ情報のル

ー プを,う ま くリンクさせ る機能 は,制 御 情報 システム

が もたな ければな らない。

図12に は この よ うな考 え方に もとつ く制御情 報システ

ムの概念が示 してあ り,こ れがベース とな って将来企業

告
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一
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工程制御機構
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全 体にわ7tる オ ンライン化 のための トータルMISへ と

進展す る ことになろ う。

2.生 産活動のための制御情報

制御情報システムの概念を明確にするために,製 糸工

場を例にとって,そ の生産活動の管理がどのような意思

決定基準に基づいて行なわれるのか,ま た,ど のような

情報がどのような形で流れていくのかを,模 擬実験的に

考察してみたい。なお,検 討は,生 産活動に関連するす

べての工程を対象にせず,繰 糸工程とい う1工 程の管理

機構だけをとりあげ,い わゆる,縦 の管理情報のつなが

りを考察することにとどめた。

・この繰糸工程には,3段 階の階層構造をもっta管理レ

一35一



ノIPDECジ ャー ナ ル

ベルが あ り,そ れぞれの管理 レベ ルは,別 個の フ ィー ド

・パ ック機 構を もつ閉ループ とな っている。繰糸に関連

す る工程管理の最下位 レベルを,仮 に,管 理ル ーチン ・

レベル1と 呼ぶ こととす ると,こ れはその上位の管理 レ

ベル,す なわ ち管理 ルーチ ン ・レベル2か ら次 のよ うな

指令情報を受 ける。 すなわ ち,使 用原料乾繭 の質,あ る

いは小粋の基準回転数 とい った上位 レベルの管理 サイ ク

ルへの適合 を求め る制御 情報,そ れに 自動繰糸機の処理

能力な どの制約情報で ある。繭 か ら小枠 に生糸 を巻 き取

る時には,繰 糸の一部が切断 して小枠の回転 を停止 させ

てしま う 「糸故障」 と呼ぶ障害を

の在庫量などの制約情報を受ける。そして,週 の初めに,

図13に 示すような1日 単位に分けた1週 間分の生産計画

を作成する。すなわち,目 標生産高を達成するナこめには

,ど のような品質の原料乾繭 を使 うかを決定する。 さら

に1日 ごとに生糸生産高の計画値 と実績値を比較 し,両

者の間に修正行動を必要 とするほど差があれば,週 間計

画の残 りの日について生産計画をたてなおす。なお1週

間の生産が終了すると,図14に 示すような週間生産実績

表をプリン ト・アウ トする。管 理 ルーチン ・レ ベ ル3

は,生 糸需要の動 きなどにあわせて,目 標生産高や作業

図13週 間生産計画表

発生する。 この糸故障は,生 糸の

単位長 さあたりの発生回数 として

確率であらわせるが,そ の値は原

料乾繭 ごとに異なってくる。その

ため,単 位時間あたりの糸故障発

生回数は,原 料乾繭の品質 と小枠

の回転数によって規制 されること

になる。また,糸 故障の修理時間

も,糸 故障の種類によって一様で

ない。この模擬実験では,単 位時

間あた りの糸故障発生回数を,ポ

アソン分布の乱数で生起 させるこ

ととし,糸 故障修理時間を,指 数

分布の乱数で決めることとした。

さて,管 理ルーチン・レベル1

は,上 位の管理ルーチン・レベル

2か らの制御情報をうけ,糸 故障

に起因する小粋の停止によって,

生糸の生産量が減少することのな

いように小粋の回転数を適切に調

整する。 この模擬実験では,管 理

ルーチン ・レベル1の 管理サイク

ルを10分,レ ベル2の 管理サイク

ルを1日 としている。

また管理ルーチン・レベル2は,

その上位レベルの管理ルーチン ・

レベル3か ら,目 標生産高や作業

人員などの指令情報 と,原 料乾繭

***WEEKLYPLAN***

S47.2.28S47.3.3

DAYOFTHEWEEK

MON

TUE

WED

THU

FRI

ITO

E(PRODUCTION)

E(RPM)

WORKER

PRINTOUTONMON

ITOE(PRODUCTION)E(RPM、WORKER

5(0.20)0.256704EO8

5(0.20)0.256704EO8

5(0.20)0.256704EO8

4(0.1910.270215EO8

4(O.19)0270215EO8

TOTALO.131054EO9

208.96]0

208.9610

208.9610

219.9510

219.9510

使用 原料乾鰯の‖`質番号(単 位 長さあた りの糸故障 発生回数)

}フ想生産 高 〔m〕

小 粋 の基準 回転数 〔1【il転/分〕

投 入作 業貝 〔人〕

図14週 間生産実績表

***WEEKLYREPORT***

S47.2.28-S47.3,3

DAYOFTHEWEEK

MON

TUE

WED

THU

FRI

MACHI

PRODUCTION

RPM:

WORKER:

OT

5

5

5

4

4

1

PRINTOUTONFRI

MACHIPRODUCTIONRPMWORKER

.77

.85

.52

.69

.06

TOTAL

59169EO820.

56710EO820.

0.51434EO82

0.65207EO82

0.68104EO82

30062EO90.

1日 の平均 糸故 障発生回 数

1日 の生産高 〔m〕 ・

1日 のx}i均小枠 回転数 〔回 転/分 〕

1日 の'lt均投 入作 業員

6.98

9.51

3.18

4.77

9.33

0.15

0.31

0.19

0.17

0.31
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人員を適当に決定するルーチンであるが,こ の模擬実験

ではその数値を一定値 として扱った。

図12,図13は,製 糸工場における生産活動を模擬実験

的に考察した一例を示す ものである。この例に示される

如 く,2月28日(月)か ら3月3日(金)の 間の生糸生

産高が,制 御情報システムの機能によって,ほ とんど計

画値に近い実績をあげている。

3.今 後の課題

経営情報システムを,単 に トップ ・マネジメン ト用の

情報システムとしてではなく,よ り有効に利活用するた

めには,経 営情報システムのあり方,す なわち,デ ータ

・ベースやコンピュータ・システムの構成を再検討する

必要がある。

この研究では,生 産企業における経営活動のための計

画機能と,生 産活動のための実施機能をループ状に連系

しk情 報システムを作 り,そ れを各レベルの管理サ・fク

ルという尺度で,分 割,階 層化することが合理的である

ことを指摘している。ただしこのような結 論 は,い わ

ば,定 性的な考察に基づいて導かれた観念的な結論であ

るか ら,今 後は,シ ステム階層化の合理性を定量的に裏

付けるために,た とえば,企 業の規模 とか複雑 さの度合

な どの関連を具体的に掘下げる必要がある。

その場合,情 報システムの設計基準を単に経済性だけ

の面でとらえることな くシステムの信頼性,機 動性,使

い易 さな どに も重点を置いて,階 層化した情報システム

の機能を定量的に把握することが重要な課題 となる。こ

のように考えると,情 報システムの階層化には,企 業の

業種や規模によって,異 なる種々の基準が必要となる。

とくに,計 画機能 と実施機能のループ中に人間を適当に

介在 させると,情 報システムの機動性がどのように増 し

コンピュータの負担がどの くらい軽減できるかなどの定

量的な基準 も,企 業の職種別,規 模別に確立できること

になろ う。

制御情報 システムでは,下 位の オペ レー シ 。ナル ・レ

ベルになればなな るほど,管 理サ イクルは短 か くな る。

そのためサイクル時間内で適確な デー タ処理 を行なえる

コン ピュータ ・シス テムが必要 とな り,ま た,管 理 サイ

クルに合 わせて情報 を提供で きるソフ トウェアの確立 が

必要 とな る。

合理的な経営情報 シス テムの確立には,た だ単 に,コ

ン ピュータ ・システムの階層化 だ けでは不十分 で,デ ー

タ ・ベ ースの あ り方 も重要な課題であ る。

現存す る汎用 デー タ ・マネジ メン ト・システ ムは,大

規模 フ ァイルの管理 を一括処理す るために,超 高速処理

を可能 とす る大形,も し くは超大形 の コンピュータが必

要 とな ってい る。 しか も,集 中化 されたデー タ ・ベース

が,あ らゆ る管理 レベルか らの要求 にいかに適確,か つ

タイ ム リに こたえてい るのか,ま た,経 済性,信 頼性,

機 動性 とい った コン ピュータ ・システム構成上の 問題が

どれほ ど考慮 されているのか。 この よ うな観点か ら考 え

ると,こ れまでのデータ ・マネジメン ト・システムには

多 くの疑問があ る。 そ こで これを解決す る一 つの手段 と

して経営情報 システ ムにおける階層化 とい う新 しい概念

の導入 があろ う。 すな わち,随 時使用 し各管理 レベルで

保有 した方が よい最少限の デー タは,中 央に 集 中 化 せ

ず,管 理サ・fクルに合わせて各管理 レベルで 管 理 さ せ

る。 この よ うに上位レベルのデー タ管理機能が下位 レベ

ルのデー タ管理機能 に対 して,マ スタ ・インデ ックスの

管理 を行な うとい った形 で,各 レベル間の リンケージを

と り,上 位 ・下位 が積 みか さな る階層化方式の デー タ ・

マネジ メン ト・システ ムが考 え られ る。

経 済性,信 頼性,あ るい は機動性 とい っ た,い わ ば

「TimePerformance」 的 な見地か らみkこ の よ うな階

層 データ ・マネジメン ト・シス デムのあ り方 を定量的 に

解明 する ことも今後の課題の1つ で ある。
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[蓮こ玉コ

初級情報処理技術者学習

テ キ ス ト・ブ ックの 作 成 に つ い て

当財団では情報処理に関する技術者養成事業の一環 として,さ きに通商産業省の委託 を受 け て

「上級情報処理技術研修ガイドブック」あるいは 「初級情報処理技術者育成指針」など,関 係各界

の有識者の協力の もとに,情 報処理技術者の各レベルに応じた育成指針の開発を行なってきた。

昭和46年 度においてはさらに情報処理技術者育成指針体系の一つとして,「 初級情報処理技術者

学習テキス ト・ブック」を作成した,こ こでさきに作成した 「初級情報処理技術者育成指針」 とあ

わせて,日 刊工業新聞社より8月 上旬,全 国一斉IC-一般 書店で発売 されることになった。

この学習テキス トは,官 公庁 ・民間企業 ・各種養成機関など,広 く初級情報処理技術者教育のた

めのテキス トとして,ま た通産省で実施している 「情報処理技術者試験」の受験を目指す人々の自

習書として,大 いに役立つことを意向して作成した ものである。

またこのテキス トは,基 礎編,実 習プログラミングFORTRAN編,実 習プログラミングCO-

BOL編 の3編 か ら成っている。

1.基 礎 編

A第1部 データ処理の基礎

a)第1章 事務とデータ処理

事務 とデータ処理の機能,型,組 織,方 法などについ

ての概念を説明してあ り,さ らに事務の種類,デ ータ処

理の種類などの詳細を,図 表を入れなが らわか り易 く説

明している。

b)第2章 機械にょるデ ータ処理`一

データ処理の発展の歴史をたどりながら,デ ータ処理

を機械化する必要性,デ ータ処理の機械化によってもた

らされる効果,デ ータ処理方法の改善,第 一世代,第 ご

世代,第 三世代のコンピュータの特徴など機械化に対す

る概念を説明している。

c)第3章 データ収集媒体..

データ処理をコンビュー汐 で行な うためには,そ めデ9

一タをコンピュ."一夕が扱える形 にしなけ・ればならなじ;、o:'.

つまり機械 としてのコンピュータが扱える記録媒体と,

記録の仕方を考える必要がある。 この章では代表的な記

録媒体である紙カー ドと紙テープを中心に,こ れらがど

のように利用されているか,そ の記録の仕方はどうなっ

ているかなどを説明し,さ らに,記 録媒体とこれの処理

機械 との関連,記 録媒体間でのデータの移し変えなども

説明している。

B第2部 コンピュータのハー ドウェア

a)第1章 ハー ドウェアのあらまし

ハー ドウェアの発展の歴史をたどりながら,自 動計算

機,ト ランジスタ,集 積回路,汎 用コンピュータ,専 用

コンピュータ等の特徴,あ るいはコンピュータの主な構

成要素,処 理手順などハー ドウェアに関する基礎知識を

述べている。

b)第2章 入出力装置 ・.一,二

情報がコンビ.ユ一夕に入力 され,出 力 され る までの

機能を,図 表や実例にもとついて説明し,ま た各種の入

出力装置の特徴,原 理などを理解しやすく説 明 し て い

る。'.

lC)第3章;記 憶装置.∵':'・

.コシぜ三パ タがデータ処理を行 なう上で,情 報をた く

わえておく装 置の機能,原 理,な らびに記憶装置内のデ

ーダの表現方法,:あ るいは装置の種類,.特徴,構 成上の.

考え方などを説明している。

d)第4章 演算 ・制御装置

この章では演算 ・制御装置の機能 と役割をとらえてあ

る。すなわち,コ ンピュータ・システムを構成する全装

置の制御 ・監視を行なう中央処理装置における主記憶の

番地制御,蓄 積情報の検出,命 令の解読 と実行,主 記憶

●
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と他の装置 との間にお ける情報のや り取 り制 御,あ るい

は算術演算や論理操 作な どを,わ か りやす く述 べ て あ

る。

C第3部 コ ンピ ュータの ソフ トウ ェア

a)第1章 プ ログ ラムのあ らまし

コンピュータで問題 を解 くときには,ま ず 問題処理の

手順 を作 らなければな らない。すな わちそれが プ ログラ

ムで,こ れがで きて初 めて,コ ン ピュー タで解を求め る

ことがで きる。 この章 では フローチ ャー トか ら順 を迫 っ

て,実 例 を取 りあげなが ら,プ ログ ラムについての初歩

的な説明 をしてい る。

b)第2章 プログ ラ ミング ・システ ム

機械語で プログ ラムを書 こうとする と,書 く人に負担

が多 くかか るので,プ ログ ラムを書 く際 に面倒な ことは

な るべ くコンピュータに実行 させて,人 間の負担を軽 く

す ることを考 えるよ うにな った。 こうした考 え方か らプ

ログ ラ ミング ・システムが開発 されたが,こ の章 では,

プ ログ ラ ミング ・システムの中心で あるプ ログ ラ ミング

言語 と言語 プ ロセ ッサについて述べ てあ る。 また,こ れ

らと関連す るサブルーチンやマ クロ命令,入 出力制御 シ

ステム,サ ー ビス ・プ ログ ラムについて も述べ てお り,

最 後 にま とめ として,ソ フ トウ ェアの発展過程が述べて

ある。

c)第3章 言語 のあ らまし

代 表的な言語 としてFORTRAN,ALGOL,COBOL,

PL/1,RPGの5つ の問題向 き言語を取 り上げて,そ

れ らの歴史,特 徴,簡 単 な文法等 を,そ れぞれ対比 しな

が ら簡単にま とめ上げている。

D第4部 コンピュータの利用

a)第1章 システム設計

この章 では流れ図記号の使 い方 を学 び,簡 単な プログ

ラムの流れ図な ら独力で書 ける程度 の力 をつ けることを

目的 にしてい る。 そのため システム分析の必要性,情 報

の収集方法,デ ータの コー ド化,コ ー ド誤 り の 検 査 方

法,フ ァイル設計の さいの基 本項 目,参 照項 目,計 算項

目,カ ー ド設計の注意項 目あるいは コー ド化 とフ ァイル

設計 の考 え方 と技法な どが述べてあ り,さ らに情報処理

関係 の標準規格には どんな ものがあ るかを知 るために,

標 準規格 の 種類,標 準仕様に したが った作業の進め方等

を説明 してい る。

b)第2章 コンビ=一 ーータの応 用

コン ピュー タは,さ ま ざまな産 業分 野で利用 され てい

るが,そ の利用方法 は対 象業 務に よって非常に異な って

い る。

ここでは ある特定 の分 野を選ん で,コ ン ピュー タが実

際 に ど う利 用 されているか を学ぶ ために,歴 史をた ど り

なが ら,そ の導入過程,コ ン ピュー タの利用状況,あ る

いは利用効果な どを述べ,最 後に コン ピュー タ利 用の高

度 な技法 としての オンライン ・システ ム,情 報検 索 シス

テム,経 営情報 システムな どの特徴を簡 単にま とめてい

る。

2.実 習プ ロゲラ ミングFORTRAN編

A第1部 プ ログ ラミングFORTRAN

基 礎 編,第3部,第3章 言語の あ らましで簡単 な概 要

を述べ てい るが,こ こでは実際にJISFORTRAN水 準

3000を 使 って,与 え られた問題 を記述 で きる ようにす る

ことを目的 としてい る。 そのナこめ実際 のコーデ ィング例

を使いなが ら,文 法,文 関数,副 プ ログ ラム,補 助入 出

力 文な どを,例 題,演 習問題を解 きなが ら十分使 い こな

せ る実力 がや しなえ るよ う記述 されてい る。

B第2部 デ ータ準備

a)第1章 紙 カー ド

紙 カー ドを入力媒体 として用い る場合は,紙 カー ドに

データをせん孔 しな けれ ばな らない。そのナこめ,ま ずせ

ん孔機の各部 の機能 を図解 し,次 にせん孔の仕方,せ ん

孔 され たデータの チ ェックの仕方,紙 カー ドの 保 管 方

法,取 り扱い上の注意な どを説明 して ある。

b)第2章 紙 テープ

ここでは紙 カー ドと同 じ く,紙 テープの作成の仕方,

チ ェック方法,取 り扱い上の注 意,保 管方法な ど,紙 テ

ープに関す る事項 を説明 してあ る。

c)第3章 マー ク ・シー ト

マーク ・シー トへの記入 の仕方,デ ー タの作 り方,読

取装置,取 り扱い上の注意,チ ェックの方法,保 管方法

な どが述べて ある。

C第3部 コンピュータの運 用

a)第1章 コン ピュータ の構成 と 環境
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入力データ作成のための設備,コ ンピュー タ室 の 設

備,電 源空調設備,備 品,消 耗品の手配などを扱ってい

る。

b)第2章 データの取 り扱い

コンピュータでデータの処理を能率的かつ効率的に行

な うには,入 力データ,出 力データ,デ ータ ・ファイル

あるいはプログラム ・ライブラリなどの適切な管理が重

要である。そのためここではデータの適切な取 り扱いに

ついて述べている。

c)第3章 制御卓の操作

操作員が,コ ンピュータを操作するときに必要な装置

として制御卓がある。 ここではその制御卓の操作に関連

する一般的に共通している基本的な事項について解説し

ている。

d)第4章 入出力装置の操作

入出力装置は,機 種に固有の操作 が あ るが,こ こで

は,比 較的よく使用されている入出力装置を選んで,そ

の標準的な操作方法や各装置における入出力媒体の取 り

扱い方などを簡単に述べている。

e)第5章 コンピュータ処理

データ処理を行な うとき,コ ンピュータを有効にむだ

な く使 う意味から,そ の方法を処理計画,故 障 時 の 処

理,操 作の技法の3つ にわけ,各 々簡単に説 明 し て い

る。

f)第6章 プログラムの保守

一度作 り上げたプログラムでも,さ まざまな 理 由か

ら,そ のプログラムの修正や変更を生ずる場合が多い。

そ こでその修正作業の手続 き,注 意すべ き点などを解説

してある。

3.実 習プ ログラ ミングCOBOL編

A第1部 プ ログ ラミングCOBOL

COBOL-65を 用 いて基 本的な 文法 を 学習す る。 すな

わちCOBOLの 概 論,COBOLの プ ログ ラ ミング構成を

章 として取 り上 げ,そ れぞれ例題 を もとに して,そ の事

務を処理 す るい くつかの方法 も解説 し,最 後 に問題 を与

え,こ れをCOBOLで 記 述 で きるよ うに して ある。

B第2部,第3部

プ ログラ ミングFORTRANの 学 習内容 と,ほ ぼ同様

である。

以上,簡 単 にテキス トの内容 を取 りま とめたが,基 礎

編,実 習編 を とおして,各 車 の終 りには復習 と演習が 多

数おかれてお り,む りな く自習で きる ように な っ て い

る。また,育 成指針の各部,各 車 と,こ の学 習テキス ト

ブ ック との間では完全に インター フェースが とれ て お

り,そ のため先生や インス トラクター用には育成指針,

生 徒用 には学習 テキス ト・ブ ックとい うよ うに,効 果的

に使用 で きる様 にな っている。

なお学習 テキス トブ ック,育 成指針 の店頭価額につい

ては,ま だ未 定で あるが

初級情報処理技術者育成指針3,000円 前 後

初 級情報 処理 技術者学 習テキス ト・ブ ック

基 礎編1,000円 前 後

実習編FORTRAN1,000円 前 後

〃COBOL'1,000円 前 後

となる見込みであ る。

基 礎 編 実 習 編FORTRAN 実 習 編COBOL

第1部 データ処理の基礎
第1章 事務 とデータ処理
第2章 機械によるデータ処理
第3章 データ収集

第1部 プ ロ グ ラ ミン グFORTRAN 第1部 プ ロ グラ ミン グCOBOL

第2部 デ ー タ準備

第1章 紙 カー ド

第2章 紙 テ ー プ

第3章 マ ー ク ・シー ト

第2部 デー タ準備

第1章 紙 カー ド

第2章 紙 テー プ

第3章 マ ー ク ・シー ト

第2部 コ ンピ ュー タの ハ ー ドウ ェア

第1章 ハ ー ドウ ェア の あ ら ま し

第2章 入lh力 装 置

第3章 記憶 装 置
第4章 演 算 ・制 御装 置

第3部 コ ン ピュー タの 運 用

第1章 コ ン ピュ ー タの構 成 と環 境

第2章 デー タの取 扱 い

第3章 制 御 卓 の操 作

第4章 入出 力装 置の 操 作

,第5章 コン ピ ュー タ処理

第6章 プ ロ グ ラムの 保 守

第3部 コンピュータの運用

第1章 コンピュータの構成と環境

第2章 データの取扱い

第3章 制御卓の操作

第4章 入出力装置の操作

第5章 コンピュータ処理

第6章 プログラムの保守

第3部 コ ンピ ュー タの ソフ トウ ェア

第1章 プ ロ グラム の あ ら ま し

第2章 プ ロ グラ ミン グ ・システ ム

第3章 言 語 の あ ら ま し

第4部 コ ンピ ュー タの 利用

第1章 シス テ ム設計

第2章 コ ン ピュー タの 応用

索 引 索 引 ・ 索'引
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コンピュー タ導入活用指針の作成 について

●

当財団では,従 来から情報処理の普及促進活動の一環として,中 小規模企業の経営 者,管 理 者を

対象 とした 「シンポジウム」の開催,あ るいは,中 小企業振興事業団からの依頼による中小企業診

断士などを対象とする情報処理教育の実施など,中 小規模企業への情報処理知識の普及向上に努力

を傾けてきた。

一方,中 小規模企業においてコンピュータを効果的に活用できる道を開くためには,と くにその

経営者,管 理者にコンピュータとその利用方法の正 しい認識と理解を与えることが必要であり,そ

のための適切な指導あるいは手引書などの必要性が指摘されていた。

当財団ではその一つの策として,さ きの啓蒙諸活動と併わせて,主 として中小規模企業の経営 ～千,

管理者がコンピュータを導入し活用してい く過程で生ずるさまざまな問題の解決に,真 に役立つ指

針 となる手引書として 「コンピュータ導入活用指針」の作成を計画し,こ のたび多数の専門家の協

力を得て完成をみるに至った。

,

1.コ ン ピ ュー タ導入 活用指 針 の あらま し

A指 針の構成

本指針は,以 下に示すごとく,主 として企業の トップ

層に対する啓蒙編 としての第1部,主 としてコンピュー

タを活用する立場の管理者に対して,各 種業務にコンピ

ュータを使 う知識の基本事項を示した第2部,お よび機

械化を進めるうえで必要 となる実務知識 技法などを解

説した第3部,さ らに関係資料編 としての第4部,の4

部から構成されている。

①第1部 経営 とコンピュータ

②第2部 コンピュータ適用の実際

③第3部 機械化推進の技法

④第4部 関係資料編

B第1部 経営とコンピュータ

a)中 小企業の経営実態 と近代化の方向

今 日,な ぜ中小企業がコンピュータ化を急速に推進 し

なければならないかという問題は,改 めて解 くまでもな

いかもしれないが,実 はこのことの明確化こそがコンピ

ュータ化推進の成否に重大な関係があるといえる。そこ

で第1部 においては,コ ンピュータ化推進を真に必要と

するわが国の中小規模企業の根本的体質について概観す

ることによって,中 小規模企業の経営実態を明 らか に

し,さ らにその分析によって,中 小規模企業の経営近代

化の方向を示す とともに,経 営近代化にお ける経営機械

化の必然性の認識を与 え ることをね らい としてい る。

b)コ ン ピュータ利用成果の現状 と適切 な対処

先述 したよ うに中小企業に とっては これか らがコン ピ

ュータ利用 の本格化 する時代で あると考え られ る。 した

が って これ か らの導入の仕方如何がその結 果に大 きな差

異 を もた らせ て くる。

一方 ,各 企業にお けるコン ピュータ利用 の成果は果 し

て うま くい ってい るものであろ うか。

一般 には
,と か く良 い面 のみが強調 され る 傾 向 が あ

り,多 くの人はめ ざましい成 果を挙 げている もの と思い

が ちであ る。 ところが個 々の状態 を詳細 に検 討してみ る

と,多 くの場合 さま ざまな問題 が生 じてい ることが わか

る。 つま り多 くの企業 が予想以 上の費用増大 に問題 を感

じてお り,し か もその反面,そ れに見合 った明確な効果

が上 っていない と認識 している。 また,期 待 した程処理

が速 くない とか,誤 りが意外 に多い とか,省 力効果が あ

が らないな どの問題 が指摘 され てい る。要す るに,コ ン

ピュー タの効果 はその簡単 にあげえない とい うことで あ

る。

しか しこれ らの問題 を さらに慎重に掘下 げてみ る と多

くの場合,コ ン ピュータの用 い方,コ ン ビ。ユー クへの対

処の仕方が,あ ま りに も不適切で ある ことが原因にな っ

てい ることがわか る。 つま りよ り適切な対処 をすれば,
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在来 よりはるかに有効な活用が可能であるとい うことを

意味している。例えば大部分の企業では,コ ンピューク

の活用をコンピュータ部門に一任していて,経 営者,管

理者か ら一般従業員に至るまで傍観の姿勢が多い。ある

いは,コ ンピュータ利用に合致する様な条件の整備を考

えないで,逆 にコンピュータで一挙に社内を合理化しよ

うと試みる。 これ らは一般に見られる不適切な対処の一

例 といえる。

第1部 においては,と くにこの様な不適切なや り方を

くり返す ことな く成功させるために,コ ンピュータ利用

に併 う諸問題を明かにし,ま たその問題解決のための適

切な対処の仕方,さ らには適切な対処によって得 られる

利用効果の考え方などについて,ト ップ層が理解してお

くべ き事柄を詳説している。

C第2部 コンピュータ適用の実際

a)コ ンピュータ利用の段階

わが国の企業におけるコンピュータ利用の発展をみる

と,初 期においては,給 与計算,受 注事務処理,経 理事

務処理,あ るいは在庫計算など,個 別業務への適用がほ

とんどであった。

そして,そ の個別業務を他の業務 と関係づけず,単 独

にとりあげてコンピュータ化をはかっている。 この段階

のね らった利用上の効果は,単 に事務費の節減による事

務コス トの低減,あ るいは,デ ータ処理の高速化や精度

向上が,そ の主な もの となっている。

当然なが らこの時代においてはコンピュータとの取 り

組みが最初であるとい うことから,十 分な利用上の知識

を持たなかったし,し たがってコンピュータ化する業務

も比較的容易な単一業務をとりあげ,そ の処理方式もバ

ッチ処理が中心であった。

さらに昭和37年 以後の5～6年 間においては,バ ッチ

処理用のコンピュータしか市場になか ったとい う理由も

あった。

しかし現在の進んだ段階においては,コ ンピュータを

それぞれの個別業務をお互いに関連 させた管理システム

として活用しようとする段階に到達している。

例えば,在 庫管理では販売予測を管理基準 としてシス

テムの基礎にする例 とか,在 庫管理と生産計画を常に連

動させる管理基準を考えてシステムを設計する例 とかに

みられるように,管 理上必要な関連業務をすべてコンピ

ュータ化の対象 と考えている。

この活用段階では,当 然コンピュータ利用上の経験が

既に行 きわたっている企業の方が成功率は高くなってい

る。

第2部 では,こ れから実際にコンピュータを活用しよ

うとする立場の管理者などを対象として,コ ンピュータ

との取 り組みに必要な経験上の知識を示そうとしたもの

である。

すなわち,わ が国の大部分のコンピュータ利用者が通

って来た道を,そ のままの順序 として,個 別業務のコン

ピュータ化の段階から,総 合化 した管理 システムでの,

コンピュータ利用に至 るまで,手 がか りとなる各種の方

法の基本事項を示すことを目的として構成している。

さらに,最 近 とくに広がりを示して来た企業内におけ

る一般的なデータ処理,情 報処理以外のコンピュータ応

用の分野,例 えば

①経営診断への利用

② 自動設計への利用

③ボランタリー ・チェーンにおける利用

④印刷業における利用

などの実際を示して読者の参考に供 している。

D第3部 機械化推進の技法

a)経 営者 ・管理者に必要なコンピュ・一夕の基礎知識

コンピュータの利用が普及するにつれて,コ ンピュー

タに関連する各種の学習会 も盛況をきわめている。

しかしなが ら,こ れら各種の講座や学習コースが,組

織体の経営者,管 理者にとって適切なものか といえば,

それはまた大いに疑問なしとしない。

それでは,組 織体の経営者,管 理者に必要なコンピュ

ータに関する知識 とは,一 体どんな内容のものを必要と

するのであろ うか。

欲をいえば,基 礎的な知識から利用事例に至るまで,

きわめて広範囲にわたるが敢えて一言でい うな らば,そ

れは 「経営者がコンピュータを利用するために必要な知

識」 とい うことができる。すなわちコンピュータ自体に

ついての知識やそれを運転操作する技術ではなく 「コン

ピュータをいかに利用するか」 とい うことについての知

識に他ならない。経営者,管 理者に必要なのは適用,な
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●

い しは応 用面 の知識 が最 も重要 であ る。経営者 や管理者

は 「コン ピュー タ利用 についてのフ ィロソフ ィーがあれ

ば十分であ る」 とする人 す らい るが,む しろ こうした考

えかたの方が,あ るいは当を得 てい るの か もしれない。

第3部 ではその ような観点か ら,ハ ー ドウ ェアあるい

は,ソ フ トウ ェアの問題にっいては,経 営者,管 理者 に

とって必要 とす る最小限の ものに絞 り,コ ン ピュー タの

本質 と機能,周 辺機器の重要性 とその種類,ア プ リケー

シ 。ン利用 とコン ピュー タ利用のための諸知識な どに力

点 をおい てわか りやす く説明 してい る。

b)コ ン ビュー一夕利用計画に関す る実務知識

経営近代化 を進め るにあた っての経 営機械化 の必然性

については さ きに述べ た とお りであ る。 しか るに とくに

中小規模企業経営者 あ るいは管理者層 は,コ ン ピュータ

を導入活用す るにあた っていろいろな疑 問をいだいてい

る。

すなわ ち,ど うして手 をつけた らよいの か,必 要経費

は,適 用業務の選定は,機 種選定 は,要 員の確保 は,な

どの検討すべ き多 くの問題が あ って,こ れ らが導入 をた

め らってい る1つ の理 由 ともな ってい る。第3部 では,

これらコンピュータ導入上の諸問題に関して参考となる

実際的な知識 と技術を,実 務経験に基づ き解説を行なっ

ている。

2.お わ り に

この指針の対象としては,ナこびたび述べて い る とお

り,中 小企業を指導し診断する立場にある中小企業診断

士などコンサルタントにあたる者 と,企 業の経営者,管

理者の両者を主に考えているが,そ のほか一般的にコン

ピュータ部門にたずさわる管理者に とって も役立つ内容

とな っている。つまり,コ ンサルタン トに とっては,コ

ンピュータ関係の指導や診断に際して座右の 書 とな る

様,ま た企業側の経営者に とっては,コ ンピュータ導入

に関する基礎知識を酒養で きることを目的として作成 さ

れてお り,主 にコンピュータ活用に必要な実際的知識を

得 るためのテキス トとしての活用を意図して編成 された

ものである。なお大冊子であるが故に通読が困難な向 き

には,ご く一般的な基礎知識の部分を理解してか ら,必

要に応 じ関係部分を参照利用するだけで,必 要最少限の

用に足 りるように も配慮されている。

の

田
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海外 トピックス

ソ ビ エ トのEDP市 場 展 望

一 コ ン ピュー タ'72の 成 功 に み るそ の 将 来 性 一

先頃のニクソン米大統領の訪 ソによる米ソ会談の成果

として,両 国が科学技術の面で協力しあう事が確認され

た。このうち主なものは,科 学者 ・専門家の交流と情報

・資料交換,基 礎科学 ・応用科学での合同研究,合 同シ

ンポジウムの開催である。なお合同シンポジウムはモス

クソとワシン トンで交互に行なわれる予定である。

両国はこの協力に関して,5月29日 にモスクワで調印

された 「米国とソ連の間の相互関係に関する基礎」 と題

した共同文書の中で次のように記している。

両国は 「適当な機会に」科学 ・技術の分野 に お け る

「具体的協力の問題に関するしかるべ き諸協定を締結す

る。」

コンピ ュー タ'72

ニ ク ソン大統領 の訪 ソ と時を同 じくしてモス クワでは

ソビエ ト初の アメ リカ企業 のみに よる コン ピュータ ・シ

ョー,「 コンピュ・・一・タ'72」 が5月23日 ～6月1日 にかけ

て開か れナこ。 シ ョーは非常な盛況 を呈 し,ソ ビエ トの全

ての主 な省 や局の役人が会場 に連 日つ めか けた。

CDCの 社長室 長であ るビュー ・ドナヒュー(Hugh

Donaghue)氏 は,「 ソビエ トは現在の5カ 年計画 で15,000

台 の コンピュー タを必要 としてい ることは疑い もない。

ただ 問題 とな るのは,ソ ビエ トが 西欧 製 コン ピュー タ

の購入 に どれだけの外貨 を支払 う用意が あるか とい うこ

とと,ア メ リカ政府 によ って何台の コンピュー タの ソ連

へ の輸出が認可 され るか とい うことの二つである。」 と

語 った。

ソビエ トは,自 分達 の欲 しいだけの コン ピュータを買

い入れ るの に十分な外貨 を もってお り,真 の販売上の問

題 はBurroughsの ク ロー ド・ボ ナチ ロ ー(Claude

Bounatirou)氏 に よれば,ソ 連が提示 され たシステム

に どれだけの評価 を与 えてい るか を知 るこ とで ある。事

実,交 渉が金額の面 でのみお り合 わなか っナこことが ある

とい う。

DEC(DigitalEquipmentCorp.)の ヨー ロ ッパにお

お けるマネー ジ ャーのペーーー歩一 シ ュミット(J.C.Peter-

schmidtt)氏 は,ソ 連 とアメ リカの間の どの よ うな貿易

交渉 もコン ピュー タの セールスに とって大 いにプ ラスに

な る と考え られ るとのべ,さ らに次の よ うに語 った。「ソ

連は コン ピュー タに対 し非常に高い評 価を与 えてい るの

で,ソ 連側はいずれ農産物や工業製品 とと もに コン ピュ

ー タを購入す るために もっとよい条件 を提示して くるで

あろ う。」

ソビエ トが よ り重要で ある と考 えている分野 はHe-

wlett-Packard社 ウ ィーン 支社 の ミクル ス ・ヴ ァンデ

ル(MiklosVandel)氏 に よれば核開発分野, .医 学分

野,経 済計画,工 業分野にお けるあらゆ るアプ リケーシ

。ンである。 ソビエ トは これ らの分 野で大型 の コン ピュ

ー タを必要 としてお り
,大 型 コン ピュー タに対 し大 きな

興味 を示 してい る。CDCが た ずね られt主 な質 問が,

いつ アメ リカ政府が現在禁止 しているCDC7600コ ン ピ

ュータの輸 出を認 め るか とい うことに集中 していた とい
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う事は これを物語 るものであろ う。

しか しなが らソ連 の興味 の対象 は大型 にの み集 中して

いる とい うものではな い。出品 した 四つの ミニ ・コン ピ

ュー タ ・メーカーに対 して実験的な ことか ら生産制御に

至 るまでの幅の ひろい アプ リケーシ ョンに関す る質 問を

浴 びせか けナことい うことが その証左であ る。

ミニ ・コンピュー タの分野には ソビエ トのMinskミ

ニ ・シ リーズがあ り,ア メ リカの メーカー と競合 してい

るといえ るが,現 在の ところ,処 理速度,記 憶容量,ソ

フ トウェア ・アプ リケーシ ョンの面 でアメ リカ ・メー カ

ーが ソ連 に先ん じてい る とい える。 そして ソビエ トとし

て も現在のMinskミ ニ ・シ リーズ よ りもは るかに高性

能の ミニ・コンピュー タを欲 してい ると伝 え られている。

ソ ビエ トは現在Minskよ り も大 きなRyadシ リーズ

を開発中であ り,そ の性能はIBM360/20～30に 匹 敵

する といわれ てい る。 しか し出品 した各社の観測では,

Ryadは ま だ量産 に入 っていない とい うことで ある。

イギ リスの コン ピュー タ ・メー カーtICL(Interna-

tionalComputersLtd.)は,ソ ビエ トにすでに2ダ ー

ス以 上の取付 けを終 ってお り,米 国 メー カーの強力 な競

争相手 とな ってい る。 しか しICLと しては,米 国 メー

カーのソ ビエ ト市場への参入 をむしろ歓迎 する とい った

面 もみせ ている。 これは ソ連 には非常に大 きな潜在 的市

場性 が存在 してい るとい うことと,ソ 連,ア メ リカ両政

府へ の共 同しての働 きかけによ って輸 出入規制が ゆるめ

られ る ことが考 え られ るとい うことか らで あろ う。

コン ビ=一 夕'72に ひ きつづ くコン ピュータ ・シ ョー

は今の ところ予定 されていないが,電 子計測機器(elec-

tronicmeasuringinstruments)関 係 のシ ョーがIn-

temに よ って予定 されてい る。

ソ ビエ トでの調査 を行な った欧米の コンピュー タ ・メ

ーカーは 口をそろ えて次の ように言 う。一 ソビエ トの

潜在的市場性は非常に大 きい。 しか し同時に販売 コス ト

もぼ う大な ものにな る。売 りこむには まず ソビエ トの機

関のいろいろな レベルの部局 と交渉 し,そ れか ら全 ての

コン ビ=・一夕購入 を統括す る部門であるElektronorg-

tek㎞ikaに 売 り込 まな ければな らないのであ る。

販売に高い コス トがかか るとい うことに よって アメ リ

カのい くつかの メー カーは ソ連市場への参入をため らっ

てい る。 高い販売 コス トのみな らず,ソ ビエ トへの販売

をはか るには,長 い間の接 触が必要なの である。

ソビエ トは アメリカ製の最新のコン ピュー タを欲 して

い るが,大 きな需要をまか な うためには中古 コン ピュー

タに も食指 を動かすか もしれな い とみ られてい る。 しか

しコンピュー タを欲 しが っている とは言 って も,コ ン ピ

ュー タであれば何 で もとい うわけではない。Sycorlnc.

の ブ ラ・fアン ト(C.L.Bryant)氏 に よれば,ソ ビエ ト

は単 に速 いだ けの コンピュー タよ りも独立 して働 くソー

スデー タ ・エ ン トリー ・デバイスに より興味 を示 した と

い う。

同氏 は,ソ 連のEDPの 技術 レベ ルはアメ リカ と比べ

るとまだまだ初歩 の域 を出 ていな いが,シ ョーにつめか

けナこ技術者達 はコン ピュー タに関 する情報 を非常 に熱心

に吸収 しようとしてお り,ま た多 くの的確な質 問をして

きた と語 った。

ブ ライ アン ト氏 の話では現在 ソビエ トで得 られ る最 も

速い デー タ転送能力は200ボ ーで ある。 これはいずれ300

～600ボ ー-1(レ ベ ル・ア ップされ るで あろ う。1,200ボ ー

の モデ ムも存在 す るが,こ れは特別 な 目的のためにの み

使 われてい るとい うことで ある。 ソビエ トは多 くのデー

タのインプ ッ ト・ニーズを もってい るが,速 度 に対 して

は第一義的な重要性 を与 えては いな い と考 え られ る。

OptronicsInternationalの 副 社長 マイク ・ブライア

ン ト(MikeBryant)氏 は,ソ ビエ ト人の もつ技術的 レ

ベル を高 く評価 し次の よ うにのベナこ。 「彼 らは 自分達 の

必要 としてい るコン ピュー タの タイ プを正確 に知 ってい

る。」詳細な情報 を知 るためにソ連の技術者はAuerbach

Corp.に よ る冊子配布サ■一一ビスにお しよせた。 「ソビエ

トのEDP専 門 家がいろいろな アメ リカのコン ピュー タ

のパ ラメー タについて非 常に多 くの ことを知 ってい る と

い うのは驚 くべ きことであ る。」

大 部分 の ソビエ トの コンu"ユ ーータ専門技術者はIBM

360/50の 輸 出認可 の獲得が いか にむずか しいかを知 って

はい るが,会 場 ではIBMが 出 品 していない ことへの質

問が集中 した。最新の高性能の周辺装置の展示 もまたな

されなか った。 これは アメ リカ政府に よる輸出規制が と

かれていないためである。PGIは,出 品を予定 していた

デ ィス ク装置の輸 出が認 め られなか ったため出品を断念
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表6主 な出品会社とその主要展示品

会 社 名 主 要 展 示 品 備 考

BurroughsCorp.

Codevintec

DigitalEquipment

Corp.

B4700;TC500,TC700,TD700タ ー ミナル;L5000 ,L

4000ミ ニ ・コ ン ピ ュー タ;電 子 会 計 機

B4700はCPU及 び カー ド ・リー

ダ及 びパ ン チ ャー 等 の 周 辺 機 器 を

含 む。

TMX,TMZ,TM16,TM7〈 テー プ ・ドラ イブ 〉 Ampex製 品

ミニ ・ コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム(PDP-8M,PDP-8E),

VTO5デ ィ ス プ レ ・f・ タ ー ミ ナ ル,TU56デ ッ ク ・テ ー プ ・

ド ラ イ ヴ,LE30テ レ タ イ プ ラ イ タ

PDP-8シ リー ズ 用 のOS,OS

8も 公 開 され た。

CincinnatiMilacronCIP2100ミ ニ ・コ ン ピ ュ ー タ
,エ ピ タ キ シ ア ル ・ ウ ェ フ ァ ーt

Corp.ス,シ リ コ ーーン ・ウ ェ フ ァ ー ス

ControlData

Corp.

CaliforniaCom-

puterProducts

CornpuCorp.

VermontResearch

Corp.

CDC3300及 び周 辺 機 器,CDC211デ ィス プ レ イ ・ス ク リー

ン ・タ ー ミナル,各 種 アプ リケ ー シ ョン

CDC3300は フ ラ ンスCDCか ら

の 出 品,ま た ター ミナ ル は ヨー ロ

ッパ のCDC工 場 か ら。

カル コ ン プ900型 コ ン トロ ー ラ,カ ル コ ンプ937型 磁気 テ ー プ 装

置,1136型 デ ィジ クル ・イ ン ク レ メ ンタ ル ・プ ロ ッタ,702フ

ラ ッ トベ ッ ド ・プ ロ ッ タ

1004E,1012E磁 気 ド ラ ム,6100Eメ モ リー ・コ ン ト ロ ー ラ

各 プ ロ ッ タは900/937と 共 に グ ラ

フ ィッ ク ・ア ウ トプ ッ ト ・シ ス テ

ム を構 成 す る。

MohawkData

SciencesCorp.

高速 プリンタ

InforexCorp. キ ー ・ツー ・デ ィス ク装 置

MemorexCorp. MarkI,MarkVIデ ィス ク ・パ ック装 置

KennedyCo. シ ス テ ム8000テ ー プ ・デ ッキ,1600/360テinプ 装 置

SycorInc. モ デ ル302キ ー ・カ セ ッ ト ・タ ー ミ ナ ル

(出典:EDPWeekly72十12)

、

せ ざるをえなか った。 上の表は コン ピュータ'72に 出 品

した主な会社 とその主 要展示品 である。なお展示 を予定

していたPeripheralsGeneralInc.とPertecCorp.

は最 終 的には出品 しなか った。

伝 え られる ところによる と,ソ ビエ トは コンピュー タ

本体 のみ の導入に限 らず,い わゆ るター ンキー と称 され

る トータル ・システム としての導入 も望んでいる とい う

ことである。

具 体的 折衝への 動き

先 日ロス アンゼルスで行 なわれたWEMAの 会 合の席

上で,ワ シン トンにあ るソ連の商務参事宮室の第一書記

であ るア レクセ・fエフ(BorisP.Alekseev)氏 と第二

書記 のア クシレンコ(ValentinP.Aksilenko)氏 は 次

のように語 った。

ソビエ ト政府は第三および第四世代のコンピュータ・

システムを買入れたいと希望している。合衆国政府によ

る輸出制限が東西貿易の進展をさまたげる最 も大 きな障

害となっている。 しかし直接的に製造に関わ りのない提

携ならばアメリカの電気会社 とソ連政府の間で可能であ

ろ う。

アレクセイフ氏によれば,ア メリカ企業が技術と機器

をソビエ トの工業開発のために提供すれば,ソ ビエ ト政

府は見返 りとして何 らかの利益 とソ連への輸出権限を与

えるであろうという。

現在のアメリカ政府による輸出規制が大幅にゆるめら

れるな らば両国間の貿易額は現在 と比べて飛躍的に増大

すると考えられる。 ソビエ トからは飛行機,ヘ リコプタ
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一,水 中翼船,金 属,毛 皮な どの 他,従 来の輸出品が米

国西海岸 に陸上 げ されるよ うにな るで あろ う。 ソビエ ト

は見返 りに大型 コン ピュータを欲 してい るが,そ の輸出

は米政府に よる統制下に あるために,ソ 違例 の懸念す る

ところで ある。

一方 ソ連 においてはその輸入 は全 て中央政府の管轄下

に あるために,ア メリカ企業 が直接 ソ連の工場 と取引関

係 を結 ぶ ことはで きないシステムにな ってお り,米 企業

としては不満足 な点 であろ う。

この会合 はソ連高官 とアメ リカの電気 メー カー協会 と

の最初の会合 である。会合の あ とでソ連側はITTや

CalCompな どの メー カーの首脳 と個別 的に会 ったが ,

ソ ビエ ト側がそれ らの工場を訪れ る用意 があるか ど うか

は明 らかに されていない。

ニクソン訪 ソによるインパ ク ト

ニ クソン米大統領 は先頃 ソ連 を訪問 したが
,そ の成 果

として政治的お よび経済的な緊張が大幅に緩和 され るな

らば,そ れ を金銭的な利益 とい う形 で現 実化で きるのは

第一に コン ピュー タ産 業であろ う。主 な コンピュー タ ・

メーカーは それぞれ ソ連 にい くらかの 自社製品 を輸出 し

てい るが,そ の努力 のわ りには利益 はほんの微 々たる も

の にす ぎない。

世界最大の コンピュ・一ーータ ・メーカーで あるIBM製 の

360/40は す でに数台 ソ連 に入 ってお り,360/50の 取 引 も

ソビエ ト化学工業省 との間 でまとま ってい る。 同社はイ

ギ リスのICLと と もにソビエ ト市場では最 も有力 な欧

米 コンピュー タ ・メーカーであるといえ よう。

IBMの 現 在の対 ソ 輸 出 は 二 。一 ヨー クのIBM

WorldTradeCorp.と 提 携して ウf－ ン支社が統括 し

てお り,IBMの ヨ・-vッ パ 部門が必 要に応 じて援助を

与えてい る。

定期 的に ソ連 をお とずれ ているある西欧の コンピュー

タ会社 の幹部 は,ソ 連政府が経済計画の改良に対 して劇

的 ともい えるほどの関心の増加 を報告 して い る。 こ れ

は,簡 単に言 って しま えば,ソ ビエ トの経 済成長計 画に

は西欧の コン ピュー タの導入が必要であ るとい うことを

意味 してい る。

ソビエ ト政府 は,す でに計 画 された成長計画 の実現が

緊急 を要 するため,西 欧 の コン ピュータ導入 を望んでい

る と伝 え られ ている。 ソビエ トは すでに,第 三世代機で

あるRシ リーズ を開発 してい るが,現 在必要 とされ てい

る需要 を満 たすのには さらに数年 の期間が必要であ る。

現在 の ところ,ソ ビエ ト市 場に対 して最 も熱心 な態度

を示 してい るのはICLで あ る。 同社 はソ ビエ トにお け

る最大の西欧製 コン ピュータを納入 してい る。 それ らは

ICL1906とSystem4/70で それ ぞれ調 査に,そ し

て国家計画委員会 に よって使 われてい る。

ソ連 をは じめ とす る東側諸 国へ のコン ピュータの輸出

は ココムに よって大 きく規制 され てい るがいずれゆ るめ

られる とみ られ てお り,IBMの 例 は ココムにおけ る大

型 コン ピュー タの輸 出の先例 とな るもの とみ られる。

ソ連 とア メリカの間の経済協力 はニクソンの訪 ソに よ

って よ り緊密化 が予想 され,こ れがいずれは ココム諸国

へ波及 し東西貿易の促進が実現 され るで あろ う
。

藤
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〔新役員の決定〕

昭和47年4月1日 付当財団新役員に次の方々が就任さ

れた。

会 長 難波 捷書(再 任)

苗旺会 長 斎藤 イ了(〃)

専務理事 吉田 剛(〃)

常務理事 篠崎 敬(〃)

常務理事 摺沢 政司(新 任)

〔昭和47年 度定例理事会の開催〕

昭和47年5月25日 に開催した昭和47年 度定例理事会に

おいて,昭 和46年度事業報告,昭 和46年 度収支決算の事

項について承認を得た。

〔アメリカの地方自治体におけるコンピュータ利用状況

実態調査〕

アメリカにおける地方自治体 のコンピュータ利用状

況,ア プ リケーション開発の実態などの調査およびSJ

CC(米 国春季 コンピュータ合同会議)参 加のため当財

団役職員を派遣した。

期 間 昭和47年4月29日 ～昭和47年5月21日

調査員構成

篠崎 敬 当財団常務理事

岩崎 有二 当財団技術部主任部員

荒井 俊典 当財団調査課長代理

〔総合貿易情報システム調査委員会の設置〕

貿易規模の拡大に ともない,貿 易情報の流れが極めて

複雑かつ多様化している現状に対処するナこめ,わ が国全

体 としての効率的な貿易情報システスの開発について,

官民合同で検討することとし,昭 和47年5月9日(火)

総合貿易情報システム調査委員会(委 員長 鈴木正義,

日本商工会議所 常務理事)を 設置した。構成委員メン

バーは,官 公庁,関 連業界,関 連団体等か らなってい

る。

〔情報化週間〕

10月1日(日)～7日(土)ま で関係官公庁および諸

機関が協賛して実施 され る第1回 「情報化週間」に当財

団は 「生活と情報化」 についての実演 と展示会(於 東

京)お よび映画と講演会(於 札幌,広 島,福 岡)を 開催

することとして現在準備申である。

〔「情報処理に関する調査研究」発表会の開催〕

当財団では,昭 和46年 度事業として実施した情報処理

に関する調香研究の成果について次により発表会を開催

する。

期 日 昭和47年7月17日(月)19日(水)24日(月)

会 場 機械振興会館地下3階 研修室

申込先 当財団総務部調査課

内 容 。遠隔情報処理システム

。インタラクティブ ・グラフィックス

。情報処理サービス業の経営指標

。ソフ トウェア価格算定のモデルについて

。ソフ トウェア委託開発の実態について

。海外の情報産業

。機械工業における制御情報システムの研究

。漢字カナ文字変換の事例研究

〔流通と情報処理シンポジウム仙台市にて開催〕

当財団は情報処理知識の普及促進を目的 とした情報処

理シンポジウムを毎年主要4都 市で開催しているが,今

年度第1回 は,仙 台市において 「流通 と情報処理」 と題

し次により開催する。

期 日 昭和47年8月18日(金)10:00～17:00

会 場 協同組合仙台卸商センター卸町会館会議室

後 援 通商産業省 仙台通商産業局

協 賛 協同組合仙台卸商センター

東北経済連合会

東北六県商工会議所連合会

参加料 無料

定 員200名

申込先 当財団総務部調査課

内 容1流 通のシステム化と情報システム

皿 情報システムの設計と問題点

班 流通情報システムのケース ・スタディ
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報 告 書 一 覧 表

米国における情報処理産業の実態

東欧における情報処理産業の実態

ソフ トウェアの価値に関する調査報告書

情報処理サービス業の実態調査

土地 ・建物コー ド標準化体系調査報告ぽ

人に関するコー ド標準化体系調査報告書

米国および西欧における情報処理産業の動向

海外の情報産業

ソフトウエア需要構造調査報告,彗(H)

経営情報調査報告書(IV)

企業における情報処理費用と採算性

遠隔情報処理システムの研究開発

汎用図形処理言語の開発

インタラクティブ学習システムの開発

オンライン ・シミュレーション言語SIMBOL

タイムシェアリングシステムの動作解析 とシ ミュレーシ・ン

記事情報検索のためのデータ ・マネジメン ト

機械工業における制御情報システム

生鮮食料品流通情報 システムの開発研究

分 類 番 号

46-一－ROO1

46-ROO2

46ROO3

46--ROO4

46-ROO5

46-ROO6

46-ROO7

46-ROO8

46-ROO9

46-RO10

46-RO11

46-SOOI

46--SOO2

46-SOO3

46-SOO4

46-SOO5

46-SOO6

46SOO7

46-SOO8

頒 布 価 格(・ 般)

800

700

在 庫 な し

1,000

1,500

1,600

1,200

1,300

2,200

1,400

1,000

1,400

1,ユ00

1,000

700

700

1,100

1,000

未 定

賛助 会員

600

500

800

1,100

1,100

900

LOOO

1,500

1,000

700

1,000

700

700

500

500

700

700

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

◎ 当財団の活動について詳 しくお知 りにな りたい場合は,下 記あてご連絡 ください。

当財 団庶務的事項全般 については

当財団の事業内容については

各種調査 については

電 話 東京(03)434-8211(大 代 表)

総 務部 庶i務課(内 線470)

総 務部企 画 課(内 線477)

システムの調査研究については

システム及びプ ログラムの研究開発については・

情報処理 に関するコンサルティングについては

情報処理教育については

情報処理に関す る各種標準化については

情報処理 シンポジウムの内容については

報告書等各種出版物の入手については

総務部調査課(内 線286)

技術部研究課(内 線478)

・…・開発本部 システム課又は開発課(内 線215)

開発本部管理課(内 線529)

技術部教育課(内 線475)

技術部技術課(内 線536)

総務部調査課(内 線538)

総務部庶務課(内 線470)
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顯 日本情報処理開発センター
東京都港 区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館 内(〒105)

電 話 東京(03)434-8211(大 代表)


